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第1章  序論  
1.1 研究背景  
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 粒子群と周囲流体が相互干渉する粒子流れは自然界・産業界のあらゆる範囲に








いて存在しており，炭鉱内炭塵爆発 [10]，食品加工プロセス [11]，火山噴火 [12]，爆




















 1.1節 研究背景  3 
 
1.1.2 粒子変形の効果  
 周囲流体の圧縮性を考慮する必要のある圧縮性粒子流れは，粒子群を構成する
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を示す [28]．  
 








Name Gas phase Particle phase Scale 
Molecular Dynamics Particle tracking Particle tracking < 10-3 m 
Direct Numerical Simulation Grid-based Particle tracking 10-2 m 
Discrete Particle Model Grid-based Particle tracking 10-1 m 
Two-Fluid Model Grid-based Grid-based 100 m 
    
表 1.1 粒子流れモデル化の分類  








粒子径を代表長さとして計算された Knudsen 数 , Kn によって評価する．Kn > 0.01
であるとき気相は連続体仮定を満たさず [30]，分子動力学による解析が必要となる．
空気中において圧力 100 kPa，温度 300 K であるとき，粒子径が 70 nm 以下であれ
ば連続体仮定が成り立たない．  
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処理と格子幅の制約から解析精度を向上させることが難しい [33]．  
 


























1.3 圧縮性粒子流れに対する先行研究  
















 Wagner et al. [21]は，水平衝撃波管内の被駆動部天井から粒子を継続的に落下さ
せる粒子カーテンを設置して粒子層と衝撃波の干渉現象を観測し，粒子群の分散





Theofanous et al. [25]は Ling et al. [20]の定式化に問題があり，圧縮性粒子流れにお
いても付加質量力，時間履歴力は無視できるほど小さいことを示した．  















 Suzuki et al. [34]は，衝撃波管内底部に窪みを設けて粉塵を堆積させることで堆
積粉塵と垂直衝撃波を干渉させる実験を行い，垂直衝撃波によって粉塵が巻き上
がることを確認した．比較的大きい 1 mm 球を用いた実験により巻き上がり中の粒
子回転を観測し，粒子巻き上げ現象に対するマグヌス力  (回転揚力) もしくはサフ
マン揚力を影響が強いことを示唆した．  
 1.4節 本研究の目的  9 
 
 Khmel et al. [35]は，Fedorov et al. [36]の開発した二流体モデルに基づく解析手法
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1.5 本論文の構成  
 第 2 章では，本研究が対象とする圧縮性粒子流れに対して用いる物理モデルに
ついて，気相支配方程式，粒子支配方程式，相間相互作用モデル，粒子間衝突モデ
ル，化学反応モデルについて述べる．  
 第 3 章では，物理モデルを離散化して数値的に解析する手法について述べる．ま
た，Eulerian 法に基づく気相解析と Lagrangian 法に基づく粒子解析の連成方法につ
いて述べる．  
 第 4 章では，衝撃波による堆積粉塵巻き上げ現象に対する解析を行い，実験との
比較によって計算手法の妥当性検証を行う．また，解析結果より粉塵巻き上げ現象
の機構を考察する．  
 第 5 章では，堆積粉塵によって衝撃波が受ける影響を調べるため，堆積粉塵によ
る爆風圧減衰効果について解析する．計算結果より，減衰効果の程度を見積もると
ともに衝撃波減衰機構を解明する．  
 第 6 章では，堆積炭塵燃焼問題に対する解析を行い，定常伝播時の燃焼波構造の
把握を行う．また，粒子の燃焼が巻き上げ挙動に与える影響を非反応性粒子の解析
結果との比較により調査する．  





第2章  物理モデル 
 本章では，本研究で用いた固気二相流に対する物理モデルについて述べる．  







2.1 空隙率および粒子体積分率  
 流れ場が気相および粒子群の二相で構成されているため，気相の支配方程式を
構築する上で粒子群の存在によって気相が存在できない領域を考慮する必要があ






훼g = 1 − 훼s = 1 − 1푉cell ∑ 푉p,푖∀푖∈  cell (2. 1) 
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2.2 気相に対するモデル (Eulerian 手法 ) 
2.2.1 支配方程式  
 本研究では個々の粒子が変形しない  (非圧縮 ) という仮定を用い，粒子密度 ρpが
一定とする．粒子密度が一定であるから粒子体積分率 αs は粒子分布のみによって




 気相に対しては Eulerian 手法を用いて定式化を行うため，粒子流れに対する
Two–Fluid Model における気相の支配方程式 [42, 43]と同様である．支配方程式は体
積平均された連続の式・運動量の式・エネルギーの式・各気体種質量分率保存式で
ある．また，気相の熱的完全を仮定し理想気体の状態方程式を用いた．気相成分と
して CH4, O2, CO, CO2, H2O, N2の 6 気体種を考慮した．気相の支配方程式を以下に
示す．  
 
휕휕푡 (훼g휌g) + ∇ ⋅ (훼g휌g퐮g) = 휔p–gd (2. 2) 
휕휕푡 (훼g휌g퐮g) + ∇ ⋅ (훼g휌g퐮g퐮g) + 훼g∇푝g − ∇ ⋅ (훼g훕g) = 훚p–gm + 퐟p–gm (2. 3) 
휕휕푡 (훼g푒g) + ∇ ⋅ [훼g(푒g + 푝g)퐮g] + 푝g 휕훼g휕푡 − ∇ ⋅ (훼g훕g ⋅ 퐮g) + ∇ ⋅ (훼g퐪g) = 휔p–ge + 푓p–ge + 푞p–g (2. 4) 
휕휕푡 (훼g휌g푌g,푘) + ∇ ⋅ (훼g휌g푌g,푘퐮g) − ∇ ⋅ (훼g퐣g,푘) = 훼g휔g,푘r + 휔p–g,푘d , ∑푌푔,푘
푁
푘= 1 = 1 (2. 5) 푝g = 휌g푅g푇g (2. 6) 
 
ここで，ρg, ug, pg, Tg, eg, Rgは，密度，流速ベクトル，圧力，温度，全エネルギー，




ずる熱輸送を表す．各項の上添え字 d, m, e は個々の現象によって生ずる質量輸送・
 2.2節 気相に対するモデル(Eulerian手法)  13 
 
運動量輸送・エネルギー輸送を示す．相間作用項の詳細は 2.4 節で述べる．(2.5)式
右辺の휔g,푘r は化学反応による各気体種の生成を表す．  
 
2.2.2 構成則  
 本節では粒子に関わる物理量を用いないため，気相および粒子物理量を表す添
字 g, p を省略して記述する．式中に現れる物理量は全て気相物理量である．  
 
(a) 全エネルギー，エンタルピーおよび音速  
 気相の全エネルギーe は次式で与えられる．  
 
푒 = 휌ℎ − 푝 + 12 휌퐮 ⋅ 퐮 (2. 7) 
 
ここで，h は混合流体のエンタルピーである．混合流体の気体定数 R，エンタルピ




푘= 1 , ℎ = ∑푌푘ℎ푘
푁
푘= 1 (2. 8) 
 
気体種 k のエンタルピーhkは，熱力学関係式および理想気体の状態方程式 (2.6)より
次式で表現できる．  
 
ℎ푘,1 = ℎ푘,0 + ∫ 푐푘h,p푇1푇0 푑푇 + ∫ [1휌 − 푇 { 휕휕푇 (1휌)}푝]푑푝
푝1
푝0
= ℎ푘,0 + ∫ 푐푘h,p푇1푇0 푑푇 (2. 9)
 
 
ここで，hk ,0は状態 (T0, p0)，hk,1は状態 (T1, p1)におけるエンタルピーである．また，
푐푘h,pは気体種 k の定圧比熱である．右辺第三項は理想気体の状態方程式 (2.6)より打
ち消され，エンタルピーは気相温度のみの関数となる．定圧比熱は気相温度のみに
依存するとし，その算出には NASA 多項式近似 [44]を用いた．なお，式中の定数に
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は Hong et al. [45]の値を用いた．以下に NASA 多項式近似による定圧比熱の予測
式を示す．  
 
푐푘h,p푅푘 = 푎푘,1 + 푎푘,2푇 + 푎푘,3푇 2 + 푎푘,4푇 3 + 푎푘,5푇 4 (2. 10) 
 
ここで，ak ,1–5 は気体種ごとに固有の定数である．従って， (2.9, 2.10)式の連立によ
りエンタルピーは次式で表すことができる．  
 
ℎ푘푅푘푇 = 푎푘,1 +
푎푘,22 푇 + 푎푘,33 푇 2 + 푎푘,44 푇 3 + 푎푘,55 푇 4 + 푎푘,6푇 (2. 11) 
 
ak ,6は積分定数であり，ak ,6を含む項は (2.9)式における hk,0に相当する．  
 気相の音速は，状態方程式 (2.6)より以下のように表される．  
 
푐 = √(휕푝휕휌)s = √훾 푝휌 (2. 12) 
 




훕 = 휆(∇ ⋅ 퐮)퐈n + 휇[∇퐮 + (∇퐮)T] (2. 13) 
 
ここで，µ, λ はそれぞれ粘性係数および第 2 粘性係数である．本研究では気相の圧
縮性を考慮するが，Stokes の仮説を用いて体積粘性を無視する．これにより，粘性
係数と第 2 粘性係数の間に次の関係があるとする．  
 
휆 + 23휇 = 0 (2. 14) 
 
 気相内部の熱流束 q は，次式によって表される．  
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퐪 = −휅∇푇 + 휌∑ℎ푘퐷푘∇푌푘
푁
푘= 1 (2. 15) 
 
ここで，κ は熱伝導率を表し，Dkは混合流体における気体種 k の平均拡散係数を表
す． (2.15)式の第一項は気相の温度勾配による熱伝導であり，第二項は分子拡散に
伴うエンタルピー輸送である．  
 拡散流束ベクトル jk は，Hilschfelder and Curtiss 近似 [47]を用いて次のように表
される．  
 
퐣푘 = 휌퐷푘∇푌푘 (2. 16) 
 
本研究では温度勾配および圧力勾配が生ずる方向と流れ主流方向が同じであるた




加してしまい計算コストが増大するため，本研究では Hilschfelder and Curtiss 近似
を用いて気体種毎に拡散流束を一つにまとめている [47]．結果として，全ての気体
種に対する拡散流束の総和が 0 とならない場合があるため，時間積分後に以下の
処理を行うことで質量分率の総和が 1 となるように調整する．  
 
푌푘new = 푌푘old∑ 푌푘old푁푘= 1 (2. 17) 
 
(c) 粘性係数・熱伝導率・拡散係数  
 粘性係数および熱伝導率は，まず温度依存性のみを考慮して実験値とのフィッ
ティングを行った Gordon の式 [48]を用いて各気体種の値を求める．その後，混合
流体の粘性係数は Wilke の結合則 [49]，熱伝導率は Wassiljewa の結合則 [50]を用い
て評価した．まず，Gordon の式 [48]による気体種 k の粘性係数および熱伝導率の推
算は次式で行われる．  
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푇 2 + 퐶푘,4μ (2. 18) 
ln휅푘 = 퐶푘,1κ ln푇 + 퐶푘,2κ푇 + 퐶푘,3
κ




 ! = ∑ 푋푘휇푘∑ 푋푙휙푘푙푁푙≠푘푁푘= 1 (2. 20) 
" = ∑ 휅푘∑ 1.065휙푘푙 푋푙푋푘푁푙≠푘
푁
푘= 1 (2. 21) 
 
X はモル分率である．また，휙푘푙は結合係数であり次式で定義される．  
 
#$% = [1 + (휇푘 휇푙⁄ )1 2⁄ (푊푙 푊푘⁄ )1 4⁄ ]2(8 + 8푊푘 푊푙⁄ )1 2⁄ (2. 22) 
 
ここで，W は分子量である．なお，Gordon の式における係数には NASA Chemical 
Equilibrium with Applications (NASA CEA) が使用している値 [48]を用いた．また，
(2.18, 2.19)式によって計算される粘性係数・熱伝導率は単位がそれぞれ µ [µPa·s], 
κ [µW/(cm·K)]であるため，単位換算を行って使用する．  
 気体種 k の平均拡散係数 Dkの算出にあたっては，まず気体種 k と気体種 l の間




3푇 3 푊푘푙⁄푁A푝휋휎푘푙2 훺(1,1) (2. 23) 
푊푘푙 = 푊푘푊푙푊푘 + 푊푙 , 휎푘푙 = 휎푘 + 휎푙2 (2. 24) 
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ここで，NA, Ru, π はアボガドロ数，一般気体定数，円周率である．また，W は分子
量である．σ は Lennard–Jones 特性長さであり気体種ごとの定数である．下添え字
kl の項は両気体種が持つ値の平均であり， (2.24)式に示す Lorentz–Berthelot 混合則
により評価している．  
 Ω(1,1)は衝突積分であり，Neufeld et al. [52]の式を用いて算出する．なお，本式は
分子間力モデルに Lennard–Jones (12–6) ポテンシャルを用いた場合の衝突積分を
温度のみの関数として近似したものである．  
 
훺(1,1) = 퐶1푇푘푙∗ 퐶2 +
퐶3exp(퐶4푇푘푙∗ ) +
퐶5exp(퐶6푇푘푙∗ ) +
퐶7exp(퐶8푇푘푙∗ ) , 푇푘푙∗ =
푘B푇휖푘푙 (2. 25) 




添え字 kl の項は両気体種が持つ値の平均であり， (2.26)式に示す Lorentz–Berthelot
混合則により評価している．  




に対して (2.23)式を適用した．  
 (2.16)式に必要である，質量分率勾配を用いて拡散質量流束を算出する際の平均
拡散係数 Dkは，Hilschfelder and Curtiss 近似において相互拡散係数 Dklより以下の
ように計算される．  
 
퐷푘 = 1∑ 푋푙퐷푘푙푁푘≠푙 + 푋푘1 − 푌푘∑ 푋푘퐷푘푙푁푘≠푙
(2. 27) 
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2.3 粒子に対するモデル (Lagrangian 手法 ) 
2.3.1 支配方程式  
 粒子に対しては粒子追跡法による解析を行う．粒子 i に対する支配方程式は，並
進運動量の式，回転運動量の式，粒子内部エネルギーの式である．粒子の成分には
C, CH4, Ash を考慮した．なお，対象とする系において Biot 数がBi ≪ 1であること
から，粒子内部の温度勾配を無視している．また，粒子の比熱は一定と仮定してい
る．このため，粒子内部エネルギーの式は粒子表面温度の時間発展式へと簡略化さ





푚p,푖 푑퐮p,푖푑푡 = ∑ 퐅contact,p,푖푗∀푗∈  collision + 푉p,푖∇푝푔 + 퐅p–g,푖 (2. 28) 
퐼p,푖 푑훚p,푖푑푡 = ∑ 퐌contact,p,푖푗∀푗∈  collision + 퐌rotation,푖 (2. 29) 
푚p,푖푐p,푖h 푑푇p,푖푑푡 = 푄p–g,푖 (2. 30) 
푑푚p,푖,푘푑푡 = 훺p–g,푖,푘, 푚p,푖 = ∑푚p,푖,푘
푁
푘= 1 (2. 31) 
 
ここで，푚p,푖,퐮p,푖, 퐼p,푖,훚p,푖, 푐p,푖h ,푇p,푖はそれぞれ粒子一個の質量，並進速度，慣性モーメ
ント，角速度，熱容量，温度を表す．푚p,푖,푘は粒子 i における気体種 k の質量である．




Mcontact,p, i j，Mrotation, i，Qp‒g, i，Ωp–g, iはそれぞれ粒子間衝突によるトルク，気相の回転
による粘性トルク，温度差による相間熱輸送，燃焼による相間質量輸送である．  
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2.3.2 粒子間接触力  
 本節では気相に関わる物理量を用いないため，気相および粒子物理量を表す添
字 g, p を省略して記述する．式中に現れる物理量は全て粒子物理量である．  
 粒子 iと粒子 jの間に働く粒子間接触力 Fcontact, i jおよびトルクMcontact,i jは，Discrete 




に示す Kelvin–Voigt モデル [53]を用い，粒子形状は接触判定が最も容易である球形
とした．また，粒子接触平面に対して垂直な軸を持つ相対回転成分が及ぼす接触ト
ルクは無視した [54]．なお，本節では図 2.2 に示すように粒子 i から粒子 j の中心
座標に対するベクトルに対して，平行方向を法線，垂直方向を接線と定義する．ま
た，無視した接触トルクの模式図を図 2.3 に示す．  
 粒子 j との接触によって粒子 i に働く粒子間接触力・接触トルクは以下の式で表
される．  
 퐅contact,푖푗 = 퐅푖푗,n + 퐅푖푗,t (2. 32) 
퐌contact,푖푗 = 푑푖2 퐧푖푗 × 퐅푖푗,t (2. 33) 
 
(a) MD (c) TFM
















 (a) 法線方向接触力  (b) 接線方向接触力  
図 2.1 Kelvin-Voigt モデルによる接触力のモデル化  
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ここで，F i j ,n, F i j , tは法線方向と接線方向の接触力である．また，diは粒子 i の直径，
ni j は法線方向単位ベクトルを表す．本来，接触トルクは相対回転速度からも生じ
うるが，本研究では図 2.3 に示すようにこの効果を無視しているため接線方向接触
力のみが接触トルクを生じる．ここで，法線方向単位ベクトル n ij および法線方向
相対速度ベクトル u i j ,n，接線方向相対速度ベクトル u i j, tを次式で定義する．  
 
퐧푖푗 = 퐫푖 − 퐫푗|퐫푖 − 퐫푗| (2. 34) 
퐮푖푗 = 퐮푖 − 퐮푗 − 12 (푑푖훚푖 − 푑푗훚푗) × 퐧푖푗 (2. 35) 
퐮푖푗,n = (퐮푖푗 ⋅ 퐧푖푗)퐧푖푗 (2. 36) 퐮푖푗,t = 퐮푖푗 − 퐮푖푗,n (2. 37) 
 
Angular velocity


















図 2.3 DEM において無視した接触トルク  
(接触平面法線ベクトルを軸に持つ角速度の差による接触トルク ) 
図 2.2 DEM による接触力計算で用いるベクトルの定義  
Angular velocity
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r は各粒子の座標ベクトルである．  
 法線方向接触力は次式で表される．  
 퐅푖푗,n = −푘n훿푖푗,n퐧푖푗 − 휂n퐮푖푗,n (2. 38) 
 
kn, ηn は法線方向のバネ定数および減衰係数である．δ i j,n は法線方向の接触変位量
であり，粒子が球形である場合には次式で計算される．  
 





퐅푖푗,t = {−푘t훅푖푗,t − 휂t퐮푖푗,t if  |퐅푖푗,t| ≤ 휇
f |퐅푖푗,n|휇f |퐅푖푗,n|퐭푖푗 if  |퐅푖푗,t| > 휇f |퐅푖푗,n| (2. 40) 
 
k t, η tは接線方向のバネ定数および減衰係数であり，µfは粒子の摩擦係数である．ま






퐭푖푗 = 퐮0,푖푗 − (퐮0,푖푗 ⋅ 퐧푖푗)퐧푖푗|퐮0,푖푗 − (퐮0,푖푗 ⋅ 퐧푖푗)퐧푖푗| (2. 41) 
 
ここで，下添え字 0 は前ステップの値を示している．(2.41)式の分子は (2.36, 2.37)式
によって定義される接線方向相対速度ベクトルと同一である．すなわち，摩擦力が
働く方向は，直前まで接線方向相対速度ベクトルが向いていた方向である．  
 接線方向変位量ベクトル δ i j, tは，次式によって表される．  
 





⎧퐇훅0,푖푗,t + ∫퐮푖푗,t푑푡푡푡0 if  |퐅푖푗,t| ≤ 휇f |퐅푖푗,n|휇f푘t |퐅푖푗,n|퐭푖푗 if  |퐅푖푗,t| > 휇f |퐅푖푗,n|
(2. 42) 
퐇 = ⎣⎢
⎢⎡ 푔퐴푥2 + 푏 푔퐴푥퐴푦 − 푠퐴푧 푔퐴푥퐴푧 + 푠퐴푦푔퐴푥퐴푦 + 푠퐴푧 푔퐴푦2 + 푏 푔퐴푦퐴푧 − 푠퐴푥푔퐴푥퐴푧 − 푠퐴푦 푔퐴푦퐴푧 + 푠퐴푥 푔퐴푧2 + 푏 ⎦⎥
⎥⎤, 







 H は法線方向単位ベクトル n i j と n0, i j の回転行列である．すなわち，1 ステップ
間での粒子接触平面の回転を表す．これは，粒子 i と粒子 j の相対位置関係を座標
系として粒子間接触力の計算を行っているために必要となる．接線方向変位量ベ








2.4 気相–粒子相互作用  
 本節では，まず粒子に対する支配方程式 (2.28–2.31)の生成項  퐅p–g,푖,푄p–g,푖について
考慮した現象およびモデルについて述べる．ただし，燃焼による質量輸送項훺p–g,푖,푘
に関しては 2.5 節において述べる．続いて気相に対する支配方程式 (2.2–2.5)の右辺
に挿入されている相間相互作用項  퐟p–gm ,푓p–ge , 푞p–g,휔p–gd ,훚p–gm ,휔p–ge  について述べる．  
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2.4.1 相間相互作用項の詳細  
 運動量交換およびエネルギー交換に関する相間相互作用項  퐅p–g,푖,푄p–g,푖 は，次式
によって定義される．  
 퐅p–g,푖 = 퐅drag,푖 + 퐅Magnus,푖 (2. 43) 푄p–g,푖 = 푄convection,푖 + 푄radiation,푖 (2. 44) 
 
ここで，Fdrag, i, FMagnus,i はそれぞれ流体抵抗力による抗力およびマグヌス力による
揚力を表す．仮想質量力とバセット力  (時間履歴力 ) については，先行研究より気
相の圧縮性が影響を及ぼす流れ場においても効果が少ないため無視した [25]．また，
Qconvection, i, Qradiation, iはそれぞれ対流熱伝達および熱輻射による熱輸送を表す．圧力
勾配力を含む相間相互作用力の模式図を図 2.4 に示す．なお，圧力勾配力の取扱は
2.3.1 項に述べた．  
 相間作用項の算出では，気相と粒子の相対速度が重要である．また，粒子に関す
る無次元量を用いてモデルを構築することが多い．本節で用いる相対速度 ur, i，相
対角速度 ωr,iおよび粒子に関する無次元数の定義を以下に示す．  
 퐮r,푖 = 퐮g − 퐮p,푖 (2. 45) 훚r,푖 = 훀g − 훚p,푖 (2. 46) 
Rep,푖 = 휌푔|퐮r,푖|푑p,푖휇푔 (2. 47) 
Reω,푖 = 휌푔 ⋅ 14|훚r,푖|푑p,푖 ⋅ 푑p,푖휇g (2. 48) 
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Map,푖 = |퐮r,푖|푐푔 (2. 49) 
 
ここで，Ωgは気相の回転であり，cgは気相の音速である．Rep, i, Reω, i, Map, iはそれ
ぞれ粒子レイノルズ数，粒子回転レイノルズ数，粒子マッハ数と呼ばれる．  
 
2.4.2 流体抵抗力  
 流体抵抗力モデルには二種類のモデルを用い，解析対象により使い分けた．  
 
(a) Ling の式 [20] (第 4 章 ) 
粒子マッハ数および粒子レイノルズ数を考慮したモデルである．Clift and Gauvin の
単一球に対する流体抵抗力モデル [56, 57]を基準として，Parmar et al. [58]が提案し
た気相の圧縮性による補正，Sangani et al. [59]による空隙率による補正を組み合わ
せている．  
 
퐅drag,푖 = 3휋휇g푑p,푖퐮r,푖 Rep,푖24 퐶D,std푎1푎2 (2. 50) 
퐶D,std = 24Rep,푖 (1 + 0.15Rep,푖0.687) + 0.42(1 + 42500Rep,푖1.16)
− 1 (2. 51) 
 
(2.51)式が Clift and Gauvin の抗力モデルであり，気相の圧縮性効果が全く働かない
粒子マッハ数 0 の状態において，Ling (Parmar)の抗力モデルは Clift and Gauvin の
抗力モデルに帰着する．圧縮性効果項 ξ1は以下の式で表される．なお，Map,crには





⎧1 + (퐶D,Map,cr   퐶D,std⁄ − 1)Map,푖  Map,cr⁄ if  Map,푖 ≤ Map,cr퐶D,sub  퐶D,std⁄ if  Map,cr < Map,푖 ≤ 1.0퐶D,super   퐶D,std⁄ if  1.0 < Map,푖 ≤ 1.75
(2. 52) 
퐶D,sub = 퐶D,Map,cr + (퐶D,Map= 1 − 퐶D,Map,cr)푎sub (2. 53) 
퐶D,super = 퐶D,Map= 1 + (퐶D,Map= 1.75 − 퐶D,Map= 1)푎super (2. 54) 
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퐶D,Map,cr,푖 = 24Rep,푖 (1 + 0.15Rep,푖0.684) + 0.513(1 + 483Rep,푖0.669)
− 1 (2. 55) 
퐶D,Map= 1 = 24Rep,푖 (1 + 0.118Rep,푖0.813) + 0.690(1 + 3550Rep,푖0.793)
− 1 (2. 56) 
퐶D,Map= 1.75 = 24Rep,푖 (1 + 0.107Rep,푖0.867) + 0.646(1 + 861Rep,푖0.634)
− 1 (2. 57) 
푎sub = ∑⎝⎜




푗= 1푏sub,1 = − 1.884 + 8.422Map,푖 − 13.70Map,푖2 + 8.162Map,푖3
푏sub,2 = − 2.228 + 10.35Map,푖 − 16.96Map,푖2 + 9.840Map,푖3
푏sub,3 = 4.362 − 16.91Map,푖 + 19.84Map,푖2 − 6.296Map,푖3
퐶sub,1 = 6.48, 퐶sub,2 = 9.28, 퐶sub,3 = 12.21 (2. 58)
 
푎super = ∑⎝⎜




푗= 1푏super,1 = − 2.963 + 4.392Map,푖 − 1.169Map,푖2 − 0.027Map,푖3 − 0.233 exp[(1 − Map,푖3 ) 0.011⁄ ]
푏super,2 = − 6.617 + 12.11Map,푖 − 6.501Map,푖2 + 1.182Map,푖3 − 0.174 exp[(1 − Map,푖3 ) 0.010⁄ ]
푏super,3 = − 5.866 + 11.57Map,푖 − 6.665Map,푖2 + 1.312Map,푖3 − 0.350 exp[(1 − Map,푖3 ) 0.012⁄ ]
퐶super,1 = 6.48, 퐶super,2 = 8.93, 퐶super,3 = 12.21 (2. 59)
 
 
空隙率効果項 ξ2は次式で表される．  
 
푎2 = 3 − 2훼푔훼푔2 (2. 60) 
 
(a) Gobin の式 [60] (第 4–6 章 ) 
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퐅drag,푖 = 12 휌푔퐮r,푖|퐮푟,푖| 휋푑p,푖
2
4 24Rep,푖 ⋅ 퐶D (2. 61) 
퐶D = {min(퐶D,Erg,퐶D,WY) if  훼g ≤ 0.8퐶D,WY otherwise (2. 62) 
퐶D,Erg = 15018 1 − 훼g훼g2 + 74 118
훼gRep,푖훼g2 (2. 63) 
퐶D,WY = (1 + 0.15훼g0.687Rep,푖0.687)훼g− 3.65 (2. 64) 
 
2.4.3 マグヌス力  
 マグヌス力は回転揚力とも呼ばれ，粒子の回転が気相流れ場の対称性を崩すこ
とによって生じる揚力である．本研究では Lun et al. [63]のモデルを用いた．  
 
퐅Magnus,푖 = 12 휌푔퐮r,푖|퐮푟,푖| 휋푑p,푖
2
4 퐶LM 푑p,푖|훚r,푖||퐮r,푖|
퐮r,푖 × 훚r,푖|훚r,푖||퐮r,푖| (2. 65) 
 
CLM は揚力係数であり，原著では粒子レイノルズ数 Rep, i の関数にすることで単一
球に対する実験値にフィッティングさせているが，本研究では定数として高レイ
ノルズ領域のみに合わせた．揚力係数の効果は第 4 章において述べる．  
 
2.4.4 対流熱伝達  
 対流熱伝達によるエネルギー輸送量は，次式によって表される．  
 
푄conduction,푖 = 푆p,푖ℎ푖t(푇푔 − 푇p,푖) (2. 66) 
 
ここで，푆p,푖,ℎ푖tは粒子表面積および局所熱伝達率である．局所熱伝達率は，Ranz–
Marshall の式 [64]によってヌッセルト数 Nu iを求めることで以下のように推算した． 
 
ℎ푖t = Nu푖 ⋅ 휅푔푑p,푖 (2. 67) 
Nu푖 = 2 + 0.6Pr1 3⁄ Rep,푖1 2⁄ (2. 68) 
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Pr = 푐gh,p휇g휅g (2. 69) 
 
ここで，Pr はプラントル数である．  
 
2.4.5 熱輻射  
 輻射による伝熱効果は，Stefan-Boltzmann の法則によって計算される．  
 
푄radiation,푖 = 푆p,푖휖p,푖a 휎SB(푇g4 − 푇p,푖4 ) (2. 70) 
 
ここで，휎SBは Stefan-Boltzmann 定数，휖p,푖a は粒子の吸収率である．  
 





ルには，以下に示す Dennis et al.の式 [65]を用いた．  
 
퐌rotation,푖 = 164퐶푇 푑p,푖5 휌푔훚r,푖|훚r,푖| (2. 71) 
퐶푇 = 6.45√Reω,푖 + 32.1Reω,푖 
 
2.4.7 気相支配方程式の相間作用項計算  
 気相側の相間作用項  퐟p–gm ,푓p–ge , 푞p–g,휔p–gd ,훚p–gm ,휔p–ge  は，同一計算格子内に存在してい
る粒子が受ける相間作用の総和として，以下の式によって求められる．  
 
퐟p–gm = 1푉cell ∑ 퐅p–g,푖∀푖∈  cell (2. 72) 
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퐟p–ge = 1푉cell ∑ (퐅p–g,푖 ⋅ 퐮푖)∀푖∈  cell (2. 73) 
푞p–g = 1푉cell ∑ 푄p–g,푖∀푖∈  cell (2. 74) 
휔p–g,푘d = 1푉cell ∑ 훺p–g,푖,푘∀푖∈  cell , 휔p–gd =
1푉cell ∑ (∑훺p–g,푖,푘
푁
푘= 1 )∀푖∈  cell =
1푉cell ∑ 훺p–g,푖∀푖∈  cell (2. 75) 
훚p–gm = 1푉cell ∑ (훺p–g,푖퐮푖)∀푖∈  cell (2. 76) 
휔p–ge = 1푉cell ∑ [훺p–g,푖 (12퐮푖 ⋅ 퐮푖 + 푐p,푖h 푇p,푖)]∀푖∈  cell (2. 77) 
 
(2.1)式による空隙率の算出と同様に，粒子が受ける相間作用の総和方法として粒子
中心法 [28]を用いた．  
 粒子径と気相計算の格子幅が近い場合には，粒子中心法では安定に解析するこ
とができない．この場合には，気相解析に用いる計算格子よりも大きな格子幅を持
つ格子  (粒子格子 ) に対して粒子中心法による総和処理を行い，その後に粒子格子
内に含まれる気相格子に対して相間作用を等しく分配した．  
 
2.5 燃焼モデル  
2.5.1 気相の化学反応モデル  
 本研究では，CH4と CO の燃焼をそれぞれ一段階総括反応によって模擬した．  
 
CH4 + 2O2 → CO2 + 2H2OCO + 1 2⁄ O2 → CO2 (2. 78) 
 
全ての化学反応が非可逆反応として取り扱われているため，化学反応による気体
種 k の生成量휔g,푘r は次のように表される．  
 
휔g,푘r = 푊g,푘∑RPg,푙푙 (2. 79) 
 
 2.5節 燃焼モデル  29 
 
ここで，Wg,k は気体種 k の分子量である．RPg,l は l 番目素反応による生成量であ
り，次式で計算される．なお，第三体の影響は考慮していない．  
 
RPg,푙 = 푘g,푙r ∏(푋g,푘)휈푘푙r푘 (2. 80) 
 
푘g,푙r は l 番目素反応の反応速度定数，Xk は気体種 k のモル分率である．휈푘푙r は，理論
上は素反応における化学量論定数であるが，総括反応として取り扱う場合には実
験値と合わせるために化学量論定数とは異なる値とされることもある．反応速度
定数は，以下の修正 Arrhenius 式によって与えられる．  
 
푘g,푙r = 퐴푙r(푇g)푛푙r exp(− 퐸푙
r
푅u푇g) (2. 81) 
 
ここで，퐴푙r , 푛푙r ,퐸푙rは l 番目素反応の頻度因子，温度指数，活性化エネルギーである．
CH4に対して Semenov et al. [66]の値を，CO に対して Westbook et al. [67]の値を用
いた．  
 
2.5.2 粒子の燃焼モデル  
 燃焼に関わる粒子から気相への質量輸送として，本研究では CH4 の揮発および
C の固体燃焼を考慮した．揮発に対しては単一反応モデル [68]を用いた．  
 
훺p–g,푖,CH4 = −푘푖dev(푚p,푖,CH40 − 푚p,푖,CH4) (2. 82) 
푘푖dev = 퐴dev exp(− 퐸dev푅u푇p,푖) (2. 83) 
 
ここで，0 は初期状態の値である．  
 C の固体燃焼に対しては，酸素拡散速度と化学反応速度を考慮した Field のモデ
ル [69]を用いた．なお，푝퐎2は酸素分圧である．  
 
훺p–g,푖,C = − ( 푘푖
comb,c푘푖comb,d푘푖comb,c + 푘푖comb,d)푝퐎2푆p,푖 (2. 84) 
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푝O2 = 휌g푌g,O2 푅u푊g,O2 푇g (2. 85) 
푘푖comb,c = 퐴comb exp(− 퐸comb푅u푇p,푖) (2. 86) 
푘푖comb,d = 5.06 × 10− 7푑p,푖 (
푇푔 + 푇p,푖2 )
0.75 (2. 87) 
 




る空隙率と粒子分布の関係式 (2.1)は以下のように変更される．  
 
훼g = 1 − 훼s = 1 − 1푆cell ∑ 푛푖푉p,푖∀푖∈  cell (2. 88) 
 
ここで Scell は二次元格子の面積であるが，単位奥行き長さあたりの格子体積と考








実在粒子半径の ni,r 倍であり，高さが ni,z 倍であるとする．質量および長さに関す
る係数は以下の関係を満たす．  
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力を ni倍した力を離散要素に与えれば両者の挙動が一致する．  








 푑훚푖,parcel푑푡 = 퐌푖,parcel퐼푖,parcel =
퐫푖,parcel × 퐅푖,parcel12푚푖,parcel ⋅ 푟푖,parcel2
= 푛푖,푟퐫real × 푛푖퐅real12 푛푖푚real ⋅ 푛푖,푟2 푟real2 =
퐌real54 푛푖,푟퐼real =
54 1푛푖,푟 푑훚real푑푡 (2. 90)
 
 
ここで，下添え字 parcel は離散要素の物理量，real は実在粒子の物理量であること
を示す．本研究では，離散要素と実在粒子に働く角加速度が一致するように慣性モ
ーメントを修正して計算を行った．  
 気相に与えられる相間相互作用の計算式 (2.72–2.77)を以下のように修正する．  
 
퐟p–gm = 1푉cell ∑ 퐅p–g,푖∀푖∈  cell (2. 91) 
퐟p–ge = 1푉cell ∑ (퐅p–g,푖 ⋅ 퐮푖)∀푖∈  cell (2. 92) 
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푞p–g = 1푉cell ∑ 푄p–g,푖∀푖∈  cell (2. 93) 
휔p–g,푘d = 1푉cell ∑ 훺p–g,푖,푘∀푖∈  cell , 휔p–gd =
1푉cell ∑ (∑훺p–g,푖,푘
푁
푘= 1 )∀푖∈  cell =
1푉cell ∑ 훺p–g,푖∀푖∈  cell (2. 94) 
훚p–gm = 1푉cell ∑ (훺p–g,푖퐮푖)∀푖∈  cell (2. 95) 












第3章  解析手法  
 本章では，第 3 章で述べた物理モデルに対する解析手法について述べる．  







3.1 連成モデルおよび時間進行の概要  
 本研究では，第 2 章において述べた気相および粒子に対するモデルを弱連成に
よって解析する．気相の支配方程式は次のようにまとめられる．  
 






⎥⎤ , 퐄g = ∇ ⋅
⎣⎢
⎢⎢
⎢⎡ 훼g휌g퐮g훼g휌g퐮g퐮g − 훼푔훕g훼g(푒g + 푝g)퐮g − 훼g훕g ⋅ 퐮g + 훼g퐪g훼g휌g푌g,푘퐮g − 훼g퐣g,푘 ⎦⎥
⎥⎥





















粒子 i に対する支配方程式は，次のようにまとめられる．  
 
퐝p,푖 푑푑푡 (퐯p,푖) = 퐬p,푖(퐯p,푖) + 퐬p–g,푖(퐐g, 퐯p,푖) (3. 2) 


















⎥⎤ , 퐬p–g,푖 =
⎣⎢⎢
⎢⎢⎢





弱連成の手法として，一次精度 Fractional Step 法を用いた．また，気相解析におい
ても流体移流解析と化学反応解析に要する時間刻み幅の差異から異なる時間積分
法を適用するため，一次精度 Fractional Step法による分割解法を採用した．従って，
n+1 ステップの物理量 Qg, vpは以下のように計算される．  
 
퐯pn+ 1 = 퐯pn + Δ푡[퐬p(퐯pn) + 퐬p–g(퐐gn,퐯pn)] 훼gn ∶ const.
퐐g∗ = 퐐gn + Δ푡퐒p–g(퐐gn,퐯pn) 훼gn → 훼gn+ 1
퐐g∗∗ = 퐐g∗ + Δ푡[퐄g(퐐g∗) + 퐏g(퐐g∗)] 훼gn+ 1 ∶ const.









 気相解析の時間刻み ΔtCFD は以下に示す Courant‒Friedrichs–Lewy (CFL)条件 [70]
によって決定する．  
 
Δ푡CFD = 휈CFD Δ푥|퐮g| + 푐g = 휈CFD Δ휉|휉푥푢g + 휉푦푣g + 휉푧푤g| + 푐g√휉푥2 + 휉푦2 + 휉푧2 (3. 4) 
 
νCFD はクーラン数である．本研究では全ての解析において，νCFD = 0.1, 0.2 での解
析結果に差異が生じなかったため，0.2 を用いた．ここで，2 個目の等号は 3.3 項お
よび付録 A で述べる一般座標変換に伴う式変形であり，ug, vg, wgは速度ベクトル
の成分 ug = (ug, vg, wg)である．また，Δ휉 = 1である．上記の計算を各軸方向に対し
て行い，最も短い時間刻みを採用する．   
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図 3.1 CFD–DEM 解析のフローチャート  
  
気相格子上の物理量を粒子位置に内挿




	 퐯pn+1 = 퐯pn +Δ푡[퐬p(퐯pn)+ 퐬p–g(퐐gn,퐯pn)] 
Yes










	 퐐gn+1 = 퐐g∗+ Δ푡퐒g(퐐g∗∗) 
nステップ終了




に決定する [71, 72]．  
 
Δ푡DEM = 휈DEM√ 푚pmax(푘n,푘t ) (3. 5) 
 
バネ–質点系問題の特性時間は最大伸び量  (=初速 ) にも依存するが，計算負荷の観
点から粒子速度は考慮しない．CFD–DEM 解析における計算の流れを図 3.1 に示す． 






 後述する第 4 章では，計算格子幅 250 µm の直交等方格子に対して粒子径 100 µm
であるため，粒子一個の存在により空隙率は  Δ훼g = 푉p  푉cell⁄ = 0.034 変化する．本研
究における気相保存量は  퐐 = [훼g휌g 훼g휌g퐮g 훼g푒g]T であり，空隙率の不連続変化に
よって気相密度 ρg [kg/m3]，気相全エネルギーeg [J/m3]に 3%程度の数値振動が生ず
る．ここで，気相温度を決定する単位質量あたりの気相内部エネルギーεg [J/kg]は
ほぼ変化しないため，気相温度に数値振動はほぼ生じない．よって，理想気体の状
態方程式  pg = ρgRgTg より，気相圧力に 3%程度の数値振動を生ずる．  
 気相密度 ρgおよび気相圧力 pgの数値振動が流れ場に及ぼす影響であるが，対流
項は  푚̇g = 훼g휌g퐮g に比例するため気相密度が対流に及ぼす影響はほぼない．一方で
圧力項  훼g∇푝g は圧力振動の影響を直接受け，数値振動によって生じた圧力波が周
囲に伝播する．第 4 章の衝撃波誘起流れにおける圧力は 200 kPa 程度であるため，
粒子の移動に伴って 6 kPa 程度の振幅を持つ圧力波が生じる．  
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3.2 粒子に対する解析手法  












 以上より，粒子計算に対して用いる時間積分法には次の性能が要求される．  
 
(a) 時間精度が可能な限り高いこと  
(b) 数値的安定性が良好であること  
(c) 接触開始時間の誤差による影響が少ないこと  
(d) 時間積分に要する内部ステップが少ないこと  
 
DEM に対する時間積分法の先行研究 [73, 74]より，Euler 陽解法・陰解法とその多
段解法は精度に関わらず接触開始時間の誤差に弱く，流体解析との連成を行わな
い場合においても一般に二次精度となる．そこで本研究では，symplectic 解法の一
つである symplectic Euler 法を用いた．symplectic Euler 法では，速度 up, iと位置 rp, i
の時間積分を次のように分割して時間を進める．  
 
퐮p,푖n+ 1 = 퐮p,푖n + Δ푡퐅p,푖(퐐gn,퐯p,푖n )푚p,푖 , 퐅p,푖 = ∑퐅contact,p,푖푗 + 푉p,푖∇푝푔 + 퐅p–g,푖 (3. 6) 
퐫p,푖n+ 1 = 퐫p,푖n + Δ푡퐮p,푖n+ 1 (3. 7) 
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 휙p = 퐶1휙1 + 퐶2휙2 + 퐶3휙3 + 퐶4휙4 (3. 8) 
 
ここで，퐶1,퐶2,퐶3,퐶4は内挿係数であり以下の条件を満たす．  




⎢⎡푥p − 푥1푦p − 푦1푧p − 푧1⎦⎥
⎥⎤ = ⎣⎢








⎢⎡푥2 − 푥1 푥3 − 푥1 푥4 − 푥1푦2 − 푦1 푦3 − 푦1 푦4 − 푦1푧2 − 푧1 푧3 − 푧1 푧4 − 푧1⎦⎥
⎥⎤− 1
⎣⎢
⎢⎡푥p − 푥1푦p − 푦1푧p − 푧1⎦⎥
⎥⎤ (3. 14) 
 
(3.9–3.11)式より，全ての内挿係数が 0 ≤ C ≤ 1 を満たす場合には，粒子はその 4 面
体要素に含まれることになる．従って，内挿係数の取得と同時に粒子を囲む 4 面体
要素の判定が完了する．  
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 本研究では構造格子を用いて気相解析を行うため，計算格子は 6 面体である．そ




3.3 気相の移流解析  
 対流項および粘性項の計算では，以下の偏微分方程式を時間積分する．  
 






(1) i:偶数 , j:偶数 , k:偶数  (2) i:奇数 , j:偶数 , k:偶数  (3) i:偶数 , j:奇数 , k:偶数  
(4) i:偶数 , j:偶数 , k:奇数  (5) i:奇数 , j:奇数 , k:偶数  (6) i:奇数 , j:偶数 , k:奇数  
(7) i:偶数 , j:奇数 , k:奇数  (8) i:奇数 , j:奇数 , k:奇数  
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휕휕푡 (퐐̂g) + 휕휕휉 (퐄̂gc − 퐄̂gv) + 훼g 휕휕휉 퐄̂gp + 휕휕휂 (퐅̂gc − 퐅̂gv) + 훼g 휕휕휂 퐅̂gp + 휕휕휁 (퐆̂gc − 퐆̂gv) + 훼g 휕휕휁 퐆̂gp = ퟎ(3. 16) 
























































































푈g = 휉푥푢g + 휉푦푣g + 휉푧푤g, 훽g,푥 = 푢g휏g,푥푥 + 푣g휏g,푥푦 + 푤g휏g,푥푧 − 푞g,푥, 푉g = 휂푥푢g + 휂푦푣g + 휉푧푤g, 훽g,푦 = 푢g휏g,푦푥 + 푣g휏g,푦푦 + 푤g휏g,푦푧 − 푞g,푦, 푊g = 휁푥푢g + 휁푦푣g + 휁푧푤g, 훽g,푧 = 푢g휏g,푧푥 + 푣g휏g,푧푦 + 푤g휏g,푧푧 − 푞g,푧 
 
ここで，ξ, η, ζ はメトリック，J はヤコビアンである．上式を有限体積法によって




れており正確に検査体積を設定することが困難であることから， stratified flow 
model[75]を用いて積分を行う．  
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で (3.16)式を積分して次式を得る．  
 
휕휕푡∫ 퐐̂g푑푉푉cell,푖 + ∫ [(퐅̂g,nc − 퐅̂g,nv ) ⋅ 퐧]푑푠푉cell,푖 + ∫ 훼g,푖(퐅̂g,np ⋅ 퐧)푑푠푉cell,푖 = ퟎ (3. 17) 
 
なお，左辺第二項，第三項には Gauss の発散定理を適用している．ここで，n は考
えている検査体積の表面に垂直であり内側から外側へ向かう単位ベクトルである．
また， 퐅̂g,nは ξ, η, ζ 方向の流束を成分に持つテンソルである． (3.17)式の各項を以下
のように近似する．  
 
휕휕푡∫ 퐐̂g푑푉푉cell,푖 = 휕휕푡 퐐̂g,푖푉cell,푖
∫ [(퐅̂g,nc − 퐅̂g,nv ) ⋅ 퐧]푑푠푉cell,푖 = ∑[(퐅̂g,n,푙c − 퐅̂g,n,푙v ) ⋅ 퐧푙푠푙]푙
∫ 훼g,푖(퐅̂g,np ⋅ 퐧)푑푠푉cell,푖 = 훼g,푖∑(퐅̂g,n,푙p ⋅ 퐧푙푠푙)푙
(3. 18) 
 
 (a) 正確な検査体積  (b) stratified flow model による検査体積  





















푑푑푡 퐐̂g,푖푉cell,푖 = − ∑[(퐅̂g,n,푙c − 퐅̂g,n,푙v ) ⋅ 퐧푙푠푙]푙 − 훼g,푖∑(퐅̂g,n,푙p ⋅ 퐧푙푆푙)푙 (3. 19) 
 
ここで，離散化している微分方程式 (3.16)は構造格子を用いた計算空間で考えてい
る式であるから，セル i は各辺の長さが 1 の立方体であり以下の条件が成り立つ． 
 





푑푑푡 퐐̂g,푖,푗,푘 = [(퐄̂gc − 퐄̂gv)푖+ 1 2⁄ ,푘,푙 + 훼g,푖,푗,푘퐄̂g,푖+ 1 2⁄ ,푘,푙p ] − [(퐄̂gc − 퐄̂gv)푖− 1 2⁄ ,푘,푙 + 훼g,푖,푗,푘퐄̂g,푖− 1 2⁄ ,푘,푙p ]+ [(퐅̂gc − 퐅̂gv)푖,푘+ 1 2⁄ ,푙 + 훼g,푖,푗,푘퐅̂g,푖+ 1 2⁄ ,푘,푙p ] − [(퐅̂gc − 퐅̂gv)푖,푘− 1 2⁄ ,푙 + 훼g,푖,푗,푘퐅̂g,푖− 1 2⁄ ,푘,푙p ]+ [(퐆̂gc − 퐆̂gv)푖,푘,푙+ 1 2⁄ + 훼g,푖,푗,푘퐆̂g,푖+ 1 2⁄ ,푘,푙p ] − [(퐆̂gc − 퐆̂gv)푖,푘,푙− 1 2⁄ + 훼g,푖,푗,푘퐆̂g,푖− 1 2⁄ ,푘,푙p ] (3. 21)
 
 
なお，構造格子を用いることからセル番号 i を i, j, k に直し，セル i とセル i+1 の
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퐐̂g푖 = ∑[푎푖,푗퐐̂g푗 + Δ푡CFD푏푖,푗퐔g(퐐̂g푗)]
푖− 1
푗= 0퐐̂0 = 퐐̂n, 퐐̂푘 = 퐐̂n+ 1 (3. 23)
 
 
ここで，n はステップ数であり，k は Runge–Kutta 段数である．また，a, b は係数で
ある．以上より，離散化された支配方程式 (3.23)はセル境界における数値流束を求
めることで数値的に解くことができる．  




van Leer–Contact (HLLC)[76]と Advection Upstream Splitting Method (AUSM)[77]が挙
げられる．  
 本研究では，質量流束および圧力流束を AUSM–family の一つである Simple Low 
Dissipation AUSM 2 (SLAU2)[78]により評価した．ただし，MUSCL 法  (Monotonic 
Upwind Scheme for Conservation Laws)[70]によって三次精度化した．粘性項の数値
流束は二次精度中心差分により評価した．時間積分法には三段階三次精度 Total 
Variation Diminishing Runge–Kutta 法 [79]を用いた．(3.16)式の導出は付録 A，数値流
束の評価および時間積分法の詳細は付録 B に記載した．  
 
3.4 気相の化学反応解析  
 化学反応による生成項の計算では，以下の常微分方程式を時間積分する．  
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気相解析では空隙率 αgは変化しないため定数として扱い，生成項を持たない (αgρg, 
αgρgug, αgeg)を取り除くと， (3.24)式は以下のようになる．  
 





法 [80]によって数値積分した．MTS 法は Euler 陽解法の繰り返しによって構成され




푌g,푘n+ 1 = 푌g,푘n + Δ푡휌g (휔g,푘r )n (3. 26) 
 
Δt は時間刻み幅である．Euler 陽解法では，次式により算出される (3.25)式の特性時
間 tc,kよりも大きな時間刻み幅をとることができない [80]．  
 
푡c,푘 = − [ 휕휕푌g,푘 (
푑푌g,푘푑푡 )]
− 1 = 푌g,푘  퐷g,푘r (푌g,1,푌g,2, … ,푌g,푁)⁄ (3. 27) 
 
ここで，퐷g,푘r は化学反応による減少量であり，生成速度휔g,푘r   휌g⁄ から反応による生成
量を引いた値である．なお，上式に挙げた特性時間の定義は Gou et al. [80]による
簡略式であり，正確な特性時間の算出には Computational Singular Perturbation (CSP)













 総グループ数の算出と気体種グループ化は次式によって行う．   
 
푁max = floor [log10(Δ푡CFD푡c,min )] (3. 28) 
푁푘 = min{푁max, floor [log10(Δ푡CFD푡c,푘 )]} (3. 29) 





 MTS 法内部での Euler 陽解法反復ステップ n における時間刻みは次式で計算さ
れる．  
 
Δ푡REC,푁n = 푎1 Δ푡CFD10푁− 1 (3. 31) 
 




푓푁n = {0 if  (Relative error)푁 < 10− 5  and  (Absolute error)푁 < 10− 131 otherwise (3. 32) 





푘 (3. 33) 
(Absolute error)푁 = ∑(푌g,푘





푘 (3. 34) 
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Δ푡RECn = min푁 [푓푁n− 1 ⋅ Δ푡REC,푁n + (1 − 푓푁n− 1) ⋅ 푎2] (3. 35) 
 








 本研究では取り扱う気体種が少ないため，気体種のグループ化を行わずに 1 気
体種が 1 グループを構成するとした．従って (3.28‒3.31)式を次式で置き換えた．  
 









第4章  衝撃波による堆積粒子巻き上げ問題  





4.1 解析対象および計算条件  
 図 4.1 に粒子巻き上げ問題に対する計算領域と境界条件の模式図を示す．また，
物性値などの解析条件を表 4.1 に示す．主要な解析領域は主流方向に 300 mm，垂
直方向に 52 mm である．三次元解析では，奥行方向に 10 mm とした．ただし，伸
長格子によって主要解析領域の前後に格子点を配置することで，計算領域左右端
での衝撃波反射を防いでいる．また，y > 32 mm の領域でも格子を伸長させた．最
小格子幅は Δx = Δy = Δz = 250 µm とした．二次元解析では格子点数 1901×161 点，
離散要素数 60000 個とした．この場合，1 個の離散要素が 60000 個の実在粒子を担
Quantity Value Unit Quantity Value Unit 
Particle diameter 100 µm Ambient gas temperature 300 K 
Particle density 980 kg/m3 Particle temperature 300 K 
Particle heat capacity 1200 J/(kg·K) Shock Mach number 1.44 ‒ 




pg : 101 kPa






Dust layer, αs = 0.59
図 4.1 粒子巻き上げ問題の計算対象  
表 4.1 物性値などの解析条件  
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う．三次元解析では，格子点数 1901×41×208 点，離散要素数 6791775 個とした．こ
の場合，離散要素 1 個が 1 個の実在粒子を担う．解析領域左側には伝播マッハ数
1.44 の衝撃波による誘起流れを流入条件として配置した．  
 
4.2 二次元解析による解析パラメータの決定および妥当性確認  
4.2.1 典型的な流れ場と堆積粒子巻き上げ高さの取得法  
 気相圧力および離散要素分布の時間発展を図 4.2に示す．計算開始時刻を t = 0 ms
としている．また，図中の黒点が離散要素を表している．なお，衝撃波伝播方向は
左から右である．粉塵配置領域に進入した衝撃波は，衝撃波との干渉によって湾曲
しながら伝播する  (0.1 ms)．その後，衝撃波通過後の粉塵層は時間遅れを伴って上




 図 4.3 に粒子挙動の粉塵堆積領域付近拡大図を示す．衝撃波通過によって巻き上
がる粒子は少なく，ほぼ全ての粒子は堆積したままであることが分かる．図 4.3(d)




















Distance from shock wave [mm]
Experiment
Diameter = 100 μm




















Distance from shock wave [mm]
Experiment
Δx = 250 μm
Δx = 500 μm
Δx = 1000 μm
Gas Pressure [kPa]
100 300
(a) t = 0.0 ms
(b) t = 0.1 ms
(c) t = 0.5 ms
(d) t = 1.0 ms
x0 20 40 60 80 100 120 140
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4.3.2 節で述べる．  
 
4.2.2 実験との比較および解析パラメータの決定  
 解析で使用する DEMパラメータ kn, k t, ηn, ηtおよびマグヌス力の比例定数 CLMを
決定するため，これらをパラメータとした二次元解析を行い実験値と比較した．な
お，減衰係数には法線方向・接線方向に同じ値を用いるため，以降では η と示す．
図 4.4 に衝撃波が粒子堆積領域左端より 290 mm 伝播した時刻における堆積粒子表
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(a) t = 0.2 ms (b) t = 0.4 ms
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Drag + Pressure + Lift
0100200300
Distance from shock wave [mm]
All forces
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間を増大させるため，以降は最も小さな法線方向バネ定数である kn = 50 kN/m を使
用する．  
 (c) 減衰係数(kn = 50 kN/m, kn/k t = 2×10-3) 
図 4.4 DEM パラメータ kn, k t, η による堆積粒子巻き上げ高さの比較  
 (a) 法線方向バネ定数  (b) 接線方向バネ定数  
 (kn/k t = 2×10-3, η = 0.10 mN·s/m) (kn = 50 kN/m, η = 0.10 mN·s/m) 
Experiment
η = 0.10 mN·s/m 
η = 0.30 mN·s/m
η = 0.70 mN·s/m
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 図 4.4(b)より，kn/k t = 2×10-2, 2×10-3はほぼ同等の巻き上げ高さを示し，より大き
な kn/k t では巻き上げ高さが低下した．前述の通り実際の粒子で衝突時の変形が少
なく푘n  푘t ≪ 1⁄ であるため，kn/k tが 1 に近づくほど非現実的である．従って，妥当な
計算結果である．今後は収束が得られている kn/k t = 2×10-3を使用する．  
 図 4.4(c)より，大きな減衰係数 η は低い巻き上げ高さを示した．これは，粒子群
の運動エネルギーが衝突の度に散逸によって失われるためである．η = 0.30 mN·s/m
以上では巻き上げ高さが 1 mm とほとんど巻き上げが起こらず，同様の結果となっ
た．また減衰係数 η は巻き上げ遅れ距離にも影響を与えており，η = 0.30 mN·s/m 以
上では，巻き上げ開始地点が x = 100 mm と実験結果よりも遠くなった．今後の解
析においては，巻き上げ遅れ距離が実験結果と一致した η = 0.10 mN·s/m を用いる． 
 図 4.5 にマグヌス力の比例定数 CLM を変化させた場合の巻き上げ高さ比較を示
す．減衰係数の差異による変化も示しており，図 4.5(a)はマグヌス力なしでも巻き
上げが生じる η = 0.10 mN·s/m の場合，図 4.5(b)は散逸によって巻き上げが生じな
い η = 0.30 mN·s/m 場合である．ここで，単一球に働くマグヌス力の実験結果から
は CLM = 0.10–1.0 である [63, 84, 85]．本解析の対象は球ではなく圧力中心と重心が
一致していないことから，回転モーメントが発生しやすくマグヌス力が働きやす
いことを考え解析では CLM = 0.10–10 とした．  
 図 4.5(a)より，CLM = 1.0 が最も実験結果と一致した．x = 250 mm での巻き上げ高
さを比較すると，CLM = 0 と 1.0 では 1.0‒1.5 mm の差が生じた．また，全ての条件
において巻き上げ遅れ距離が 50 mm で一定となった．よって，巻き上げ遅れはマ
グヌス力に影響されず粒子どうしの衝突のみによって決定されるといえる．  
 (a) 法線方向バネ定数  (b) 接線方向バネ定数  
 (kn/k t = 2×10-3, η = 0.10 mN·s/m) (kn = 50 kN/m, η = 0.10 mN·s/m) 
 (a) η = 0.10 mN·s/m (b) η = 0.30 mN·s/m 
図 4.5 Magnus 力の比例定数 CLMによる堆積粒子巻き上げ高さの比較  
Experiment
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η = 0.30 mN·s/m
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 図 4.5(b)より，粒子衝突による巻き上げが生じない条件においてもマグヌス力に
よって巻き上げが生じた．このとき，CLM = 0 および 1.0 では x = 250 mm での巻き





響が変化しなかった．今後の解析では，実験値と最もよく一致した CLM = 1.0 を使
用する．以上の結果より，以降の計算は kn = 50 kN/m, kn/k t  = 2×10-3, η = 0.1 mN·s/m, 
CLM = 1.0 を用いる．  
 
4.2.3 格子解像度の検討  
 図 4.6 に格子解像度および離散要素半径の粉塵巻き上げ高さへの影響を示す．な
お，格子解像度に近い値を離散要素半径として用いることはできないため，離散要
素半径の影響評価では格子解像度を 500 µm とした．  
 図 4.6(a)より，格子解像度 500 µm と 250 µm は同程度の巻き上げ高さを示してお
り，格子幅 500 µm で結果が収束した．図 4.6(b)より，離散要素半径が大きい場合
には 50 < x  < 130 mm の領域では巻き上げ高さが上昇したものの，全体の傾向は変
化しなかった．従って，本研究では格子解像度 250 µm，離散要素半径 100 µm を用
いる．  
 
 (a) 格子解像度  (b) 離散要素半径  
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4.3 解析次元による巻き上げ高さの比較  
4.3.1 衝撃波伝播の様子  
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 図 4.7(c)気相流速分布より，粉塵層内において衝撃波によって誘起された流速は













げ) を生ずる原因となる．  
 
4.3.2 二次元解析と三次元解析の巻き上げ高さ比較  
 図 4.8 に三次元解析と二次元解析での巻き上げ高さ比較を示す．ここで三次元解
析の結果は，得られた三次元粒子分布に対する空隙率分布を二次元計算格子上で
計算し，得られた二次元空隙率分布훼s̅を用いて훼s̅ > 1.0 × 10−4を堆積粒子表面と定義
してプロットしている．二次元平均化空隙率の定義式は次のように書く [86]．  
 


























Pressure + drag forces
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훼s̅ = 푁plane × 푉p푉plane (4. 1) 
 
ここで三次元解析の奥行きは 10 mm であるため，Vp lane, Np laneは二次元セルの奥行















 (a) 横軸が絶対座標  (b) 横軸を衝撃波からの距離に変更  

































































































Shock: x = 90 mm
Shock: x = 140 mm
Shock: x = 190 mm
Shock: x = 240 mm
Shock: x = 290 mm
Shock: x = 340 mm








2D calculation (Instantaneous,αs = 8.38E-4)
3D calculation (Instantaneous,αs = 8.38E-4)
3D calculation (Ensemble, ⟨αs⟩ = 8.38E-6)















おいても 0 < x < 100 mm および 290 < x < 300 mm の巻き上げ高さ分布に見られる．
このため，図 4.9(b)では一部相似でない部分がある．この領域はアンサンブル平均
に用いないため，サンプル数 L は x の関数となる．  
 (4.1, 4.2)式の平均化処理を行った場合の堆積粒子巻き上げ高さ分布を図 4.10 に
 (a) 瞬時巻き上げ高さ分布との比較  (b) 粉塵層表面の定義による比較  

































































































Shock: x = 90 mm
Shock: x = 140 mm
Shock: x = 190 mm
Shock: x = 240 mm
Shock: x = 290 mm
Shock: x = 340 mm








2D calculation (Instantaneous,αs = 8.38E-4)
3D calculation (Instantaneous,αs = 8.38E-4)
3D calculation (Ensemble, ⟨αs⟩ = 8.38E-6)
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示す．セル内に粒子が一個存在する場合の粒子体積分率が αs = 8.38×10-4 であるた
め，瞬時場の結果では αs = 8.38×10-4 以下の粒子体積分率が現れることはない．ア
ンサンブル平均では，おおよそ 100 点のデータ数があるため最小粒子体積分率が








の定義が αs = 8.38×10-4–8.38×10-6 において実験値と巻き上げ高さが一致した．




4.4 二次元解析  
4.4.1 粒子に働く力の時間履歴  
 図 4.11 に粒子一個に加わる力の平均値に関する時間履歴を示す．ただし，横軸
は衝撃波速度 490 m/s を用いて衝撃波からの距離に変換している．粉塵配置領域の
端部で生ずるステップ流れの影響を排除するため，平均値の算出には初期位置が
100 < x  < 200 mm の粒子のみを用いた．初期粒子高さによる影響を比較するため，
図 4.11(a), (c)には初期粒子位置‒0.1 mm < yの粒子に対する平均値を示し，図 4.11(b), 
(d)には初期粒子位置‒1.1 < y < ‒0.9 mm の粒子に対する平均値を示す．また，粒子
間接触力は瞬間的に働く力であるため，0.01 ms ごとの時間平均値を示している．  
 図 4.11(a)より，衝撃波通過直後  (x < 10 mm) に流体抵抗力と圧力勾配力が瞬間
的に下方向へ作用している．これは，先述した衝撃波が粉塵層内を斜めに伝播した
ことが原因である．その後，接触力が上方向に作用する  (10 < x < 50 mm)．接触力
の大きさが圧力勾配力・流体抵抗力を上回るため，粒子は上方向へ加速されて巻き
上がる．マグヌス力も衝撃波通過直後より上方向に働いているが，接触力と比較す
ると小さいことから巻き上げ初期（0 < x < 50 mm）に対する影響は少ない．50 mm
 58  第 4章 衝撃波による堆積粒子巻き上げ問題 
 
以降では，粒子の分散により衝突頻度が低下することで接触力が 0 µN まで急激に
低下する．一方で，マグヌス力は相間相互作用であるため急激に低下はせず，8 µN
をピークに緩やかに低下していく．これによって，マグヌス力が粒子巻き上げに対
して支配的な力となる 50 mm 以降では流体抵抗力も‒2 µN を維持し続けているた
め，250 mm ではマグヌス力と流体抵抗力がほぼ等しくなり粒子は垂直方向に等速
運動をするようになる．  
 図 4.11(b)より，粉塵層中間に位置する粒子では圧力勾配力の最大値が‒18 µN に
 (a) 粉塵層表面粒子に働く垂直力  (b) 粉塵層中層粒子に働く垂直力  
 (粒子初期位置  –0.1 < y < 0.0 mm) (粒子初期位置  –1.1 < y < –0.9 mm) 
 (c) 粉塵層表面粒子に働く水平力  (d) 粉塵層中層粒子に働く水平力  
図 4.11 粒子一個に加わる垂直方向力・水平方向力の時間履歴  (二次元解析) 
 (横軸は衝撃波速度 490 m/s を用いて衝撃波からの距離に変換している．
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(b) Contact force [N]
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(d) Vertical Gas velocity [m/s]















(a) Gas pressure [kPa]










































































































































Distance from shock wave [mm]
224 228 232 236 240 244
X position [mm]
224 228 232 236 240 244
X position [mm]
Isobar line
(b) Contact force [N]
Log scale 10-410-8















(d) Vertical Gas velocity [m/s]















(a) Gas pressure [kPa]
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 図 4.12 に本解析の結果より得られた衝撃波による粒子巻き上げ機構の模式図を
示す．まず，斜め衝撃波通過後に下方向への気相流速が誘起されることによって，
流体抵抗力・圧力勾配力が下方向に働き，粒子群は底面に圧縮される．圧縮によっ


























Pressure + drag forces













4.4.2 マグヌス力に関わる粒子回転・気相回転の評価  
 図 4.13 に，マグヌス力の算出に用いる粒子・気相回転速度の時間履歴を示す．
初期位置 100 < x < 200 mm，–0.1 < y < 0.0 mm に存在する全ての粒子に関する時間
履歴をプロットしており，赤線で平均値を示す．また，横軸は図 4.11 と同様に衝
撃波速度 490 m/s を用いて衝撃波からの距離に変換している．マグヌス力は衝撃波
 (a) マグヌス力  (b) 相対回転速度  
 (c) 粒子回転速度  (d) 気相回転速度  
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Ωg
ur
 4.4節 二次元解析  61 
 




転速度の分散が小さく，マグヌス力の分散も小さくなる．その後，30 < x < 50 mm






近では速度勾配が∂u/∂y > 0 になる．さらに，湾曲した衝撃波によって粉塵層外に誘
起された垂直方向への気相流速は粉塵層に衝突することで減速される．これによ
って，粉塵層上縁付近では速度勾配が∂v/∂x  < 0 となる．以上の原因により，粉塵層
上縁付近において気相の回転 Ω = 2×(∂v/∂x – ∂u/∂y) < 0 となり，壁面上に形成され
る速度境界層に似た速度分布・渦度となる．x > 150 mm では，気相回転および相対
角速度が 0 に漸近していく．粒子回転は無くなっておらず，粒子の上昇に伴う気相
回転の変化が引き起こしたこの相対角速度の減少が x > 150 mm でのマグヌス力減
少を引き起こす．  




 (a) x 方向気相流速  (b) 渦度の絶対値  
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x > 150mm の領域でマグヌス力が低下した原因である．  


































































































































Ordinary Magnus force Magnus force in shock dispersion
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図 4.15 マグヌス力が生ずる機構の模式図  
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4.5 三次元解析  








 図 4.16 にアンサンブル平均した粒子に働く力の分布を示す．粒子に加わる力は
二次元解析と同様であり，衝撃波通過後に流体抵抗力および圧力勾配力が下方向
に働き  (x < 20 mm)，その後に粒子間接触力が強く上方向に働くという順番になっ
ている．衝撃波通過直後  (x < 20 mm)では流体抵抗力・圧力勾配力・粒子間接触力
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(a) t = 0.2 ms (b) t = 0.4 ms
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が粉塵層内部においても働いており，粒子群全体が力を受けている．マグヌス力は
ほとんど働いておらず，粉塵層表面の粒子にのみ働く．x = 50 mm 地点において，
粒子は巻き上げを開始し y > 0 mm の領域において力が働き始める．一方で，粉塵
層内部の領域では力が働かなくなる．二次元解析の結果と同様に巻き上げ中の粒
子に対して働く力は流体抵抗力とマグヌス力のみとなる．  
 相間作用力合計値と全作用力合計値の比較より，衝撃波通過直後  (x < 20 mm) 
では粒子間接触力の作用によって垂直方向の粒子挙動が誘起されていることが明
確に示される．x > 50 mm では相間作用力合計値と全作用力合計値に差異が見られ
ず，粒子間接触力は見られない．  







4.5.2 粒子に働く力の評価  
 図 4.17 に(4.1)式によって二次元化された t = 0.82 ms での粒子数分布を示す．こ
の時刻において，100 < x < 140 mm, 4 < y < 8 mm に位置する粒子群を最も高く巻き
上がる粒子群  (High group) として粒子に働く力の平均値を計算し，その時間履歴
を得る．また，100 < x < 140 mm, 1 < y < 2 mm に位置する粒子群を巻き上がるもの
のあまり高くは巻き上がらない粒子群  (Middle group)として同様に時間履歴を取
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得する．  
 図 4.18 に三次元解析において粒子に働く力の時間履歴を示す．ただし，横軸は
衝撃波伝播速度 490 m/s を用いて衝撃波からの距離に変換している．参考のため，




的となる．x > 150 mm ではマグヌス力が流体抵抗力を下回り継続して下方向に相
間作用力を受けるようになる．しかし，上方向に働く粒子間接触力が大きくなり粒
子の上昇速度が維持されている．  
 図 4.18(b)より，x < 40 mm において Middle group が受ける力は High group と大
きな差異が見られない．x > 40 mm ではマグヌス力の最大値が低下すること，粒子
間接触力が生じないことに差異が見られる．ただし，粒子間接触力は複数回の衝突
による力の合計値を示しているため，粒子間接触力がないことから粒子が衝突し
ていないとは言えない．最も粒子が分散している High group において粒子間衝突
が見られることから，Middle group では粒子間衝突が生じていないのではなく上下
方向の粒子間接触力が打ち消し合っていると考えられる．  
 (a) High group (b) Middle group 
図 4.18 粒子一個に加わる垂直方向力の時間履歴  (三次元解析) 















































































































































 図 4.17 において High group 中で粒子位置が高い 5 個の粒子に関する平均値の時






 図 4.20 に三次元解析による粒子巻き上げ高さのまとめを示す．実験値とよく一




図 4.19 最も高く巻き上がる粒子 5 個に加わる垂直方向力の履歴  (三次元解析) 












































































































































4.6 本章のまとめ  
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Ensemble average, ⟨αs⟩ = 8.38E-6
Ensemble average, ⟨αs⟩ = 8.38E-5
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Quantity Value Unit Quantity Value Unit 
Particle diameter 600 µm Ambient gas temperature 294 K 
Particle density 2500 kg/m3 Particle temperature 294 K 
Particle heat capacity 837 J/(kg·K) Grid width 417 µm 
Ambient gas pressure 101 kPa Parcel diameter 600 µm 
表 5.1 物性値などの計算条件  
 70  第 5章 堆積粒子による衝撃波圧低減問題 
 
5.1 二次元爆発問題  
5.1.1 解析対象および計算条件  
 図 5.1 に解析領域の模式図を示す．解析対象は，Homae et al. [90]による火薬庫内
爆発の小スケールモデルである．実験において水が配置されていた領域に粒子を
堆積させることにより，火薬庫内における堆積粒子の低減効果を解析する．実験で
用いられた直管は 30 mm×30 mm×330 mm の矩形管であるが，本解析では奥行方向
を無視して二次元で解析する．壁面は全て断熱滑り壁として扱う．  
 爆薬の燃焼によるエネルギー解放は，高温高圧の空気を配置することで模擬す
る．実験では 0.130 kJ，43.4 mg の爆薬  (アジ化銀) が配置されているため，これを
奥行き方向に拡張して 4.33 kJ/m，1.44 g/m を起爆点に配置することで二次元解析
に整合させた．表 5.1 にその他の解析条件を示す．粒子物性値はソーダガラスを模
擬している．  







Ambient air (O2 + 3.76N2)
pg : 101 kPa
Tg : 300 K
Ignition source 
Internal energy : 4.33 kJ/m





Dust layer, αs = 0.541
Ch. 1 Ch. 2 Ch. 3 Ch. 4






(b) 直管モデル内の拡大図  
図 5.1 火薬庫内爆発小スケールモデルの解析対象  
(a) 全体の解析領域  
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のため，ガラス粒子に対しても起爆点直下に位置する粒子とそれ以外の粒子によ
る衝撃波圧低減効果を確認するため，4 条件の解析を行った．  
 
5.1.2 格子依存性および初期条件依存性の確認  
 図 5.2 に，Case A (0–330)における格子解像度ごとの気相から粒子へのエネルギ
ー流入履歴を示す．爆風衝撃波の強さは，その爆風を生成・維持するために用いら
れたエネルギーに強く依存するため，粒子によって吸収された爆風のエネルギー
を比較する．エネルギー流入量は Δx = 417 µm で収束しており，粒子格子の配置方
法による差異は見られなかった．  
 図 5.3 に Case E (0–0)における初期爆源の配置方法による最大過圧分布の比較を
示す．爆源配置方法として，初期爆源中心の左壁からの距離，初期爆源半径をパラ
メータとしている．ここで，最大過圧は各 x 位置における断面平均値を示してい
る．x < 100 mm の爆源付近では，初期条件の差異によって最大過圧がピークとなる
位置が変化する．これは，衝撃波が上下左壁で反射する時刻が変化するためである．
部分的な差異は見られるものの，直管出口付近  (x > 300 mm) での最大過圧は爆源
初期半径・初期位置によらず一定値となる．従って，爆源初期配置条件に対する依
存性は低い．  
 以上より，以降では格子解像度に Δx = 417 µm かつ粒子格子を流体格子の 3 倍と




 Case Particle mass Particle and wall region  
   L1 L2 L3  
 A (0–330) 24.4 g/m 0 330 0  
 B (0–30) 2.22 g/m 0 30 300  
 C (30–330) 22.2 g/m 30 300 0  
 D (0–0) 0 g/m 330 0 0  
 E (0–0) 0 g/m 0 0 0  
       
表 5.2 粒子配置条件  
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図 5.2 Case A (0–330)の格子解像度ごとの気相から粒子へのエネルギー流入履歴  
 
 (a) 初期爆源半径  (b) 初期爆源中心位置の左壁からの距離  
図 5.3 Case E (0–0)の爆源初期配置方法ごとの最大過圧分布比較  
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5.1.3 直管内流れ場  
 図 5.4 に Case A (0–330)における気相圧力分布の時間発展を示す．起爆直後には
衝撃波が円形に伝播する  (5 µs)．この円形衝撃波はガラス粒子層に衝突して反射衝
撃波と透過衝撃波に分離し，透過衝撃波が粒子層内を伝播することで，粒子層内の
圧力も上昇する  (15–25 µs)．起爆直後に上下方向に伝播していた衝撃波は，上壁と







 図 5.5 に Case A (0–330)における気相圧力・気相圧力勾配絶対値・気相温度の分
布を示す．図 5.4 に述べたように気相圧力分布から t = 100 µs では，左から右へ伝
播する爆風衝撃波とその後方にある上下方向に伝播する衝撃波が見られる．上下
方向に伝播する衝撃波は弱いものの，気相圧力勾配分布ではより鮮明に見える．
t = 300 µs では，上下壁およびガラス粒子との干渉によりこの上下に伝播する衝撃
波が弱まるため，気相圧力分布・気相圧力勾配分布には見られなくなる．  
 衝撃波後方の気相温度分布は，初期条件として配置された高温気体の対流によ
る高温領域  (Tg > 1000 K)と衝撃波により断熱圧縮された領域  (300 < Tg < 400 K)に
分けられる．粒子配置領域内部の気相は粒子との熱輸送によって比較的低温が保
たれており，t = 100 µs では 500 K 以下，t = 300 µs では 350 K 以下となる．t = 100 µs
の気相温度分布より，Tg > 1000 K の高温領域が直接ガラス粒子と接触している．
従って，爆源直下の粒子は熱輸送によるエネルギー吸収に大きく寄与していると
いえる． t = 300 µs では，爆風衝撃波の断熱圧縮による気相温度上昇は速やかにガ
ラス粒子に吸収されることで粒子配置領域の気相温度はほぼ初期温度 294 K に保
たれている．爆源直下の粒子配置領域では，熱輸送により気相温度が 294 K になっ
ており，粒子による熱輸送が完了している．  
 図 5.6 に Case E (0–0)における t = 300 µs 気相圧力分布を示す．爆風衝撃波後方
において，上下方向に伝播する衝撃波が残っている．よって，粒子を配置している
Case A (0–300)における上下方向に伝播する衝撃波の消滅は，ガラス粒子との干渉
によるものである．   





(a) t = 100 µs 
(b) t = 300 µs 
図 5.5 Case A (0–330)における気相物理量分布  
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図 5.6 Case E (0–0)における t = 300 µs の気相圧力分布  
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5.1.4 衝撃波先頭圧力およびエネルギー輸送量  
 図 5.7 に Case A (0‒330)および Case E (0‒0)における，各圧力測定点での気相圧力
時間履歴を示す．Case E (0‒0)では，上下方向に伝播している衝撃波が周期的に上
壁で反射するため気相圧力履歴が振動している．ガラス粒子が配置されていない
ため，この衝撃波が減衰されず 800 µs においても圧力振動が観測される．爆風衝
撃波は後方に膨張波を伴っているため，Ch. 1 から Ch. 4 にかけて衝撃波伝播距離
に応じて衝撃波圧力が低下していく．Case A (0‒330)では，Case E (0‒0)と比較して
衝撃波圧力および衝撃波伝播速度が低下している．Ch. 4 では，衝撃波到達時刻が
265 µs (Case E)から 283 µs (Case A)に遅くなった．また，上下方向に伝播する衝撃
波がガラス粒子との干渉によって速やかに減衰されることから，Ch. 3 以降では圧
力振動が確認されない．各測定点での圧力履歴を両ケースで比較すると，Ch. 1 で
は Case A (0‒330)の最大過圧が 300 kPa 程度低下した．  





なるため，Case E (0–0)では Ch. 2 が Ch. 1 よりも高い最大過圧を示すことはなかっ
た．Ch. 3 以降では，爆風衝撃波がほぼ垂直衝撃波となっており実際の衝撃波強さ
が測定できていると考えられる．Case A (0‒330)は，Case E (0‒0)と比較して 200 kPa
程度の最大過圧低下が見られており，衝撃波が減衰されていることが確認できる． 
 (a) Case A (0–330) (b) Case E (0–0) 
図 5.7 圧力測定点における気相圧力の時間履歴  
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 図 5.8 に管断面で平均した衝撃波先頭圧力の分布を示す．ここで，平均化処理は
直管下壁から 5‒30 mm の領域で行い，粒子配置位置は排除して計算した．全ての
条件において生じている x = 100 mm 付近での圧力上昇は，起爆時に左側へ伝播し
た衝撃波が左壁で反射した後，先頭衝撃波に追いついたことで生じたものである．
直管出口部での衝撃波圧力は，高い順から Case D, B, C, A となった．Case A (0‒330)
と Case B (0‒30)を比較すると，x < 90 mmまでは同等の衝撃波圧力となっているが，
Case B (0‒30)ではその後衝撃波圧力の低下が遅くなった．Case A (0‒330)と  Case C 
(30‒330)の比較では，x = 100 mm 付近までは 70 kPa ほどの差が生じているが，以





図 5.8 衝撃波位置と先頭衝撃波圧力の関係  
図 5.9 各ケースでの換算薬量比の算出  
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換算薬量比は，同等の爆風パラメータ  (本研究においては衝撃波出口圧力 )を生ず
る爆薬量の比  (ガラス粒子あり計算の爆薬量 /ガラス粒子なし計算の爆薬量)によっ
て定義され，換算薬量比が小さいほど爆風圧低減効果が大きいことを意味してい
る．図 5.9 に Case D (0–0)において得られた衝撃波出口圧力と爆薬質量の関係を用
いて評価した換算薬量比を示す．直管底面全体にガラス粒子を配置している Case 
A (0–330)では，換算薬量比 0.565 となり 45%の低減効果が認められた．粒子を爆源
直下のみに配置した Case B (0–30)では換算薬量比が 0.900 と低減効果は弱まって
いる．しかし，配置したガラス粒子の質量が少なく Case A : Case B = 1.00 : 0.09 で
あため，爆源直下のガラス粒子は最も効率よく衝撃波圧力を低減している．  
 衝撃波圧低減効果を評価する別の指標として，爆薬残存エネルギー率を導入す





時間履歴を図 5.10 に示す．爆源直下に粒子が存在する Case A (0–330), Case B (0–
30)では，t = 10–20 µs において爆薬残存エネルギー率が 0.9 まで低下する．これは，
図 5.4 において述べた初期に生成された爆風衝撃波と爆源直下のガラス粒子の接






図 5.10 爆薬残存エネルギー率の時間履歴  
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 以上より，直管底部に配置されたガラス粒子は爆風圧低減効果を有しており，




5.2 一次元的爆発問題  






を 27.3 mm に変更した．図 5.12 に粒子なし条件の計算条件において，初期爆源を
一次元的・二次元的に配置した場合の衝撃波圧力を示す．前述の通り，二次元爆発
 (a) 粒子あり条件  (b) 粒子なし条件  
図 5.11 一次元的爆発の初期条件  
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5.2.2 衝撃波圧低減効果の定量化  













 (a) 粒子あり /なしの比較  (b) 換算薬量比および爆薬残存エネルギー率  
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(a) 気相圧力分布  
 
(b) 気相温度分布  
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 図 5.15 に断面平均した衝撃波圧力と衝撃波位置の関係を示す．まず，相間作用
なしの衝撃波圧力が粒子なし計算とよく一致していることから，粒子なし計算に
おける管高さの修正が有効に機能している．流体力を考慮していない相間作用な
し・熱輸送のみにおいて x = 200 mm に生じている衝撃波圧力の低下は，ガラス粒
子配置領域の開始点のステップ流れにより生ずる圧縮波の消滅によるものである．
x > 200 mm では圧縮波が消滅することで衝撃波が一次元的になる．流体力を考慮











































































































な衝撃波圧力の低下が見られない．従って，衝撃波圧力の比較は x  > 200 mm より
行うことができる．衝撃波圧力は全相間作用を考慮した場合が最も低い．また，熱
輸送のみ・流体力のみの場合は同等の圧力を示した．  







図 5.16 全相間作用を考慮した場合の粒子に吸収されたエネルギー  













































































































































































































 5.2節 一次元的爆発問題  83 
 




















 (a) 換算薬量比  (b) 同じ衝撃波位置での  
  衝撃波伝播マッハ数  
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5.3 定常伝播する衝撃波に対する低減効果  








1.4 で一定とする．  
 
휕휕푡 (휌g) + ∇ ⋅ (휌g퐮g) = 0 (5. 1) 
휕휕푡 (휌g퐮g) + ∇ ⋅ (휌g퐮g퐮g + 푝푔퐈n) = − 퐟drag (5. 2) 
휕휕푡 (푒푔) + ∇ ⋅ [(푒g + 푝g)퐮푔] = − 퐟drag ⋅ 퐮g (5. 3) 
푝g = 휌g푅g푇g (5. 4) 
 
流体抵抗力 fdragは次式によって求める．  
 
퐟drag = 12퐶D휌g|퐮푔|퐮푔, 퐶D = {10000 at Particle layer0 Other region (5. 5) 
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図 5.18(b)にあるように直管内における爆風衝撃波の伝播マッハ数は 2–4 の範囲で
あった．ここで，伝播マッハ数 2–4 の衝撃波が形成する衝撃波誘起流れの流速にお
いて，前節までの計算において用いていた Gobin の流体抵抗力算出式 [60]より算出
される抗力係数 CD は 3000–8000 [m2]である．従って，(5.5)式の抗力係数は 10000
で一定とした．  
 粒子の挙動は完全に無視するため，粒子に関する支配方程式は解かない．また，
粒子配置領域以外では抗力係数 CDを 0 とすることによって，流体抵抗力が働かな
いようにしている．  
 







 図 5.19 に垂直衝撃波を用いた計算対象の模式図を示す．垂直衝撃波を伝播させ
るため，解析領域左端より衝撃波流入流れを流入させる．衝撃波伝播マッハ数は
3.5, 3.0, 2.5, 2.0 の 4 条件を解析する．ただし計算領域内に流路拡大部があるため，
解析によって実際に得られた衝撃波伝播マッハ数は流入条件として与えた伝播マ
ッハ数と一致しない．計算格子は直交等方とし，格子解像度は Δx = Δy = 250 µm と
した．  
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5.3.3 衝撃波伝播の様子  




なり，流入条件として与えた衝撃波誘起流れの全圧が x > 100 mm においても維持







は流入境界として与えた値より低下する．x > 250 mm よりステップ部の影響が少
なくなり，衝撃波誘起流れは概ね一次元的になっている．  
(b) 粒子配置領域の抗力なし  
図 5.20 流入衝撃波マッハ数 2.5 における流れ場の時間発展  
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 (a) 衝撃波伝播マッハ数  (b) 計算領域内の全エネルギー増加率  
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与えているエネルギーがそのまま垂直衝撃波に到達している必要がある．このた
め，以降では衝撃波位置 400 < x < 600 mm での結果を示す．  
 










Energy flux  
in w/ drag case [GJ/(m2·s)] 
Drag loss 
[GJ/(m2·s)] 
Energy flux  
in w/o drag case [GJ/(m2·s)] 
3.5 6.48 0.33 6.15 
3.0 3.76 0.18 3.58 
2.5 1.92 0.08 1.84 
2.0 0.797 0.02 0.777 
図 5.22 抗力なし計算補正後の衝撃波伝播マッハ数と衝撃波位置の関係  
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波位置 400 < x < 600 mm における結果のみを比較していくことから，図 5.21(b)の














(b) 損失最大  





Hugoniot の関係式 [93]を用いて予測する．(p1, ρ1)の気体中をマッハ数 Masで伝播す
る衝撃波の後方における状態は，以下のように書ける．  
 
푢2 = 2훾 + 1(Mas − 1Mas)√훾 푝1휌1 (5. 6) 
푝2푝1 = 2훾Mas
2 − (훾 − 1)훾 + 1 (5. 7) 
휌2휌1 = (훾 + 1)Mas
2
(훾 − 1)Mas2 + 2 (5. 8) 
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従って，衝撃波誘起流れのエネルギー流束 Eeは次のように書ける．  
 
퐸e = (12 휌2푢22 + 휌2푐푣푇2 + 푝2) ⋅ 푢2 = (12 휌2푢22 + 1훾 − 1 푝2 + 푝2) ⋅ 푢2 = (12 휌2푢22 + 훾훾 − 1 푝2) ⋅ 푢2 (5. 9) 
 
以上の 4 式を用いて，エネルギー流束 Eeより衝撃波伝播マッハ数 Masを求める．  

































































s : Axis along streamline
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5.4 湾曲衝撃波理論を用いた流れ場の考察  
5.4.1 衝撃波静止座標系での流れ場  
 図 5.24 に流入衝撃波マッハ数 2.5 における粒子あり条件での流れ場を示す．400–

























































s : Axis along streamline







































次式で表される．また，用いる座標系の模式図を図 5.25 に示す．  
 
휕훿휕푠 = 퐴퐶′ − 퐴′퐶퐴퐵′ − 퐴′퐵 푆a (5. 10) 
휕푝휕푠 = 퐵퐶′ − 퐵′퐶퐴퐵′ − 퐴′퐵 푆a휌퐮 ⋅ 퐮 (5. 11) 
퐴 = sin 휃 cos 휃sin(휃 − 훿)
퐵 = − sin 휃 cos휃cos(휃 − 훿)
퐶 = − 4 sin 휃 cos휃훾 + 1
퐴′ = [1 + (Ma22 − 2) sin2(휃 − 훿)](sin휃 cos휃)sin(휃 − 훿) cos(휃 − 훿)
퐵′ = − sin(2휃)




標を(x s, ys)として，衝撃波下流での流線の位置(x, y)はテイラー展開による一次近似
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によって以下のようにかける [95]．  
 





Ma22 = (훾 + 1)2Ma14 sin2 휃 − 4(Ma12 sin2 휃 − 1)(훾Ma12 sin2 휃 + 1)[2훾Ma12 sin2 휃 − (훾 − 1)][(훾 − 1)Ma12 sin2 휃 + 2] (5. 13) 훿 = 훿2 − 훿1 (5. 14) 
tan 훿 = 2 cot 휃 (Ma12 sin2 훽 − 1)Ma12[훾 + cos(2훽)] + 2 (5. 15) 
 
 図 5.26 に解析結果の流線と湾曲衝撃波理論によって予測された流線の比較を示
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s : Axis along streamline























図 5.25 湾曲衝撃波による流れの転向と座標の定義  
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 図 5.27 に流入衝撃波マッハ数 2.5 の条件における，流入部  (x = 430 mm)での位






y = 30 mm において，衝撃波直後の x = 415 mm までは解析結果と湾曲衝撃波理論が
よく一致している．  
 (a) 流入衝撃波マッハ数 3.5 (b) 流入衝撃波マッハ数 3.0 
 (c) 流入衝撃波マッハ数 2.5 (d) 流入衝撃波マッハ数 2.0 
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 y = 7.5 mm では，x = 420 mm における衝撃波による不連続な圧力変化に対する解
が，解析結果と湾曲衝撃波理論では一致していない．これは，図 5.26 に述べたよ





 図 5.28 に解析結果と湾曲衝撃波理論による予測について，衝撃波直後の圧力お
よび圧力勾配の差異を示す．ここで衝撃波直後の圧力および圧力勾配は，図 5.27 の






 図 5.28(b)より，圧力勾配は y  > 20 mm において誤差 20%以内となった．特に，
流入衝撃波マッハ数 2.5 以上では誤差が 10%以内となった．y < 20 mm では図 5.27
で見られたように誤差が増大している．下壁面の影響が小さい y < 20 mm では解析
結果と湾曲衝撃波理論の誤差が少ないことから，湾曲衝撃波理論は流れ場をよく
予測しているといえる．  
 (a) 初期流線位置 y = 30 mm (b) 初期流線位置 y = 7.5 mm 
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 (a) 衝撃波後方圧力  (b) 衝撃波後方の圧力勾配  
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 (a) 垂直衝撃波問題  (b) 爆発衝撃波問題  
図 5.29 管外での管中央線上における衝撃波ピーク圧分布  





第6章  垂直衝撃波による堆積炭塵燃焼問題  








発生した堆積炭塵上を伝播する衝撃波に支持される燃焼波は 200‒800 m/s の速度






6.1 解析対象  
 計算領域の模式図を図 6.1 に示す．解析対象は，先行研究による実験 [103]を模し
て小スケールで再現したものである．解析領域は 18 m×0.05 m であり，底面から
2 mm まで炭塵が αp = 0.47 で配置されている．乱数によって初期位置を生成した後
に重力法によって安定を得た状態を離散要素の初期配置として用いる．解析領域





















Reaction front (Tg > 1000 K)
Flame propagated at CH4-Air premixed region.
Gas detonation velocity is 1870 m/s
18000 mm2000 mm
2 mmDust layer, αs = 0.47
48 mm
Air (O2 + 3.76N2)CH4 + 2Air
pg = 101.3 kPa, Tg = Tp = 294 K
Slip wallHot spot : pg = 1013 kPa, Tg = 1000 K
Shock and reaction front are detached
due to lack of reactive gas.
Exp. flame velocity
400–600 m/s
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の左端から 2 m は気相デトネーション波を誘起するために CH4‒Air 予混合気で満
たされており，以降の 18 m は空気で満たされている．左端付近の予混合領域には，
気相デトネーションを起爆するために高温高圧（1000 K, 1013 kPa）領域を配置し




 炭塵粒子の物性値は，直径 60 µm，比熱 987 J/(kg·K)，密度 1200 kg/m3とした．
また，Parcel 直径を 60 µm とした．炭塵粒子は褐炭を模擬しており，その初期成分
比を CH4 : C : Ash = 0.545 : 0.391 : 0.064 とした [66]．気相解析に用いる計算格子は
全領域で直交等方とし，格子幅に Δx  = Δy = 500 µm を用いた．  
 
6.2 伝播速度の実験結果との比較  
 図 6.2 に衝撃波および燃焼波の伝播速度履歴を示す．衝撃波および燃焼波はその
位置を解析領域上端壁において追跡し，燃焼波の定義を気相温度 Tg > 1000 K とし
ている．ただし，後述するように 1–4 ms では燃焼が一度消炎しているのでこの時
刻における燃焼波は正確には未燃気体と既燃気体の接触不連続面である．予混合
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触不連続面となる．接触不連続面は気体の移流速度によって移動するため，衝撃波
よりも移動速度が遅くなる．よって，衝撃波と燃焼波  (接触不連続面) は分離する． 
 炭塵燃焼によって燃焼波が定常に伝播するようになった 8 ms 以降では，燃焼波
が 350‒500 m/s，衝撃波は 500 m/s で伝播した．燃焼波伝播速度は大規模スケール
での実験結果  (400–600 m/s) と伝播速度が一致した [103]．一方で，衝撃波速度は先
行研究の Euler–Euler 法による数値解析よりも 100 m/s 遅い結果となった [104]．  
 
6.3 燃焼波の構造  
6.3.1 燃焼波伝播の様子  
 図 6.3 に気相温度分布および粒子分布の時間発展を示す．各時刻における粒子位
置を紫色ドットにて表示している．まず，初期条件において配置された高温高圧領
域によって，CH4–Air 予混合気において気相デトネーション波が起爆され左から右
へと伝播する  (1 ms)．その後，気相デトネーション波は反応性気体が含まれない空
気領域  (x > 2.0 m) に進入することで消炎し，デトネーション波は衝撃波と接触不
連続面に分離する  (2 ms)．ここで接触不連続面は，衝撃波によって断熱圧縮された
空気と高温のデトネーション既燃ガスとの接触面である．ここで，チャネル内上部
のデトネーション生成物は 2000 K 以上であるが，堆積粒子層に近い管内底部領域




囲まれている炭塵粒子であっても 1000 K 程度までしか上昇しない．従って，揮発
によって比較的低温の CH4 ガスによりチャネル内が占められることで，気相温度
が 1000–1500 K ほど低下する．チャネル内気相成分については後述するが，図 6.3
においては 1000 K 程度の中温領域を揮発領域として述べる．  
 3–5 ms にかけて，接触不連続面後方の気相温度が徐々に 2000 K から 1000 K ま
で低下していく．これは，デトネーションによる既燃ガスが揮発した CH4 に置換
されていくためである．先行する衝撃波による粉塵巻き上げ現象により，堆積炭塵
は接触不連続面の前方で浮遊する．ここで，接触不連続面後方の気体は 2000 K の
高温であるため熱輸送によって浮遊炭塵は加熱され揮発を始め，チャネル内気相
を CH4が占める割合が増加していく．   
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 揮発した CH4 は，周囲空気との接触により燃焼する．これによって，5 ms では
5.5 m において接触不連続面の温度が上昇する．従って，接触不連続面は再び反応
面となる．以降の時刻では，燃焼波の構造が変化せずに伝播を続ける．ただし，図





 図 6.4 に反応面近傍の気相温度分布および CH4質量分率分布を示す．反応面およ
び気相温度分布は 6 ms 以降でほぼ一定であり，燃焼波構造が一定となる．2–8 ms













294 2000Gas temperature [K]













とはいえない．8 ms 以降では，反応面後方が完全に揮発した CH4 によって占めら
れる．これ以降，燃焼波に対する気相デトネーションの影響はなくなり，燃焼波に
よって生成された熱によって堆積炭塵の加熱・揮発が維持されることになる．  
 定常伝播時の火炎において，反応面に流入した CH4 は瞬間的に完全燃焼してお
り，反応速度を無限大とした状態と同じになっている．従って，本研究において CH4






6.3.2 安定伝播時の燃焼波構造  
 図 6.5に 16 msにおける衝撃波および反応面付近の流れ場を示す．衝撃波は 9.6 m
地点，反応波面は 8.0 m 付近に存在しており 1.6 m 離れている．Parcel 分布より，
炭塵粒子は衝撃波の通過に伴う撃力および気相–粒子間相互作用によって巻き上げ
られ，反応面の前方である衝撃波から 1.2 m の地点で上壁に達している．ただし空
隙率分布より，巻き上げられる炭塵粒子はわずかであり大部分は底面に残る．反応
面位置における空隙率は，αs = 1×10-3 – 1×10-4 (粒子質量分率  0.500‒0.091) である．
294 3000Gas temp. [K]
10-1 1010Heat release (log) [J/m3·s]
0 1CH4 mass fraction [-]
100 600Gas pressure [kPa]
0.99 1Porosity [-]
Parcel distribution
1.5 1.0 0.5 0.0
Distance from shock wave [m]
図 6.5 衝撃波および反応面近傍の流れ場  (16 ms) 




















 反応面付近の拡大図を図 6.6 に示す．反応面に対する相対速度は，16 ms におけ
る反応面移動速度 501 m/s を x 方向流速より引いて算出している．底面付近の流速
はほぼ 0 であるため，底面での相対速度は‒500 m/s になる．粒子物理量分布では見





相流速が 40 m/s 程度であった．上壁付近において反応面へ両側から流入した気体
は，左下へ向かって流れる．そのため，気相反応によって生成された CO2は右上か
ら左下にかけて分布することが CO2質量分率分布よりわかる．図 6.4 では反応面付
近にのみ高温領域が薄く分布している．これは，相対的な気相流れの結果として反
応面において生ずる高温の既燃気体が反応面の両側へ流れないためである．従っ
て，反応面の両側における未燃気体は 400 K 程度の低温となる．  




応面移動速度 501 m/s より低い移動速度であるため，反応面の右側から一方的に入
り込み左側へ流れている．粒子温度分布より，反応面  (x = 8.0 m 地点) 通過時にお
ける温度上昇はほとんど見られない．その後，7.8 m 付近の気相高温領域  (1500 K) 
において 1500 K まで上昇している．炭塵粒子からの揮発は，反応面左側の 7.8‒
8.0 m 地点では活発に生じておらず，反応面の存在が揮発の直接的な原因となって




 図 6.7 に 16 ms の反応面近傍における上壁に沿った気相圧力・気相流速・気相温
度・粒子温度・粒子揮発率の分布を示す．なお粒子揮発率・粒子温度については，
y = 49‒50 mm に存在している粒子の物理量を示しており，x 座標は各粒子位置であ
る．x > 8.4 m には y  = 49‒50 mm に粒子が存在しないためグラフがない．  
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100 20000Devolatilization rate [kg/m3·s]
294 1500Particle temperature [K]
0 500Particle velocity magnitude [m/s]
0 100Magnitude of gas velocity relative to flame [m/s]
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 反応面後方の圧力は揮発によって 1000 kPa まで上昇しており，大規模実験の結
果 [103]よりも最大圧力を過大評価している．左から右に向かって圧力勾配が存在
するため反応面後方の気相  (x < 8.0 m) は反応面に向かって加速され，気相流速は
反応面の移動速度を超える．これにより，炭塵粒子の揮発によって反応面後方で生
じた CH4が反応面に追いつき，燃焼することができる．  
 先行研究による数値解析 [104]では，先行衝撃波の 2 m 後方において既燃ガスの
膨張による圧力低下が生ずる．しかしながら本計算では，このような圧力低下は確
















にでは，衝撃波から反応面にかけての気相流速は 350–500 m/s であり，粒子速度は
 (a) 温度および粒子揮発率  (b) 気相流速および気相圧力  
図 6.7 反応面近傍における上壁に沿った物理量分布  (16 ms) 
294 3000Gas temp. [K]
10-1 1010Heat release (log) [J/m3·s]
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Parcel distribution
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6.4 非反応粒子との巻き上げ現象の比較  









のみが非反応になっている．反応性粒子では，前述のように衝撃波から 1.2 m 後方
において巻き上がった粒子が上壁に達する．一方で，非反応粒子では衝撃波から
1.5 m 後方においても粒子の最大高さは 20 mm であり，炭塵燃焼によって粒子の巻
き上げ高さが増大している．  
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 図 6.9 に衝撃波通過後に粒子が受けた垂直方向力の時間履歴を示す．初期状態で




(x > 0.25 m)，粒子間衝突の回数が激減するために接触力が減少し，マグヌス力が支
配的となって粒子は上昇を継続する．x > 1.0 m では接触力が再び働き始めるが，こ
れは粒子上昇速度の低下によって下層の粒子が下から衝突するためである．
x > 0.3 mにおいて，マグヌス力が徐々に低下するため粒子の上昇速度は低下する．  
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図 6.8 反応面近傍の気相・粒子物理量分布  (16 ms) 
 (a) 反応性粒子  (b) 非反応粒子  
図 6.9 衝撃波通過後に粒子に働く垂直力履歴  
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あるが，粒子浮遊後にマグヌス力が強く上方向へ働く．また，x > 0.3 m においても
マグヌス力が低下せずに力が働き続ける．粒子上昇速度の増大に伴って流体抵抗
力も下方向に強く働く．x > 0.5 m において接触力が強く働いていることから，よ
り下層の粒子との衝突が増大している．これはマグヌス力が強く働いた結果，一度
浮遊した粒子がマグヌス力によって継続的に上昇するため，一時的に停滞した粒
子と衝突するためである．x  > 1.0 m ではマグヌス力がより増大していくことで，
粒子の上昇速度も増大している．  
 マグヌス力の大きさを決定するのは渦度であることから，図 6.10 に 16 ms にお
ける衝撃波から 1.0 m 後方の渦度分布および速度勾配分布を示す．渦度分布より，
反応性粒子では y  < 0.01 m での渦度が増大している．一方で，浮遊粒子層の上層  
(0.01 < y < 0.02 m) の渦度は非反応粒子での渦度と大きな差がない．従って反応性
粒子では，浮遊炭塵層の中間と上層に働くマグヌス力の差が増大しており，高さの
低い粒子に対してより強くマグヌス力が働くようになる．これによって下層粒子
が上層粒子に追いつくため，図 6.9 の x > 0.5 m における接触力増大が生ずる．  
 渦度の計算に用いる速度勾配分布より，反応計算では y < 0.01 m での∂u/∂y が増
大している．これは，図 6.7 に見られるように衝撃波後方の気相流速が燃焼によっ
て増大するためである．衝撃波によって誘起される気相流速は 150 m/s 程度である
のに対して，燃焼が生じていると流速が 500 m/s まで増大する．これによって，炭
塵層表面付近で形成される速度境界層内の速度勾配が増大した．  
図 6.10 衝撃波–反応面間の領域における渦度分布の比較  (16 ms) 
Inert, ω
Inert, ∂u/∂y
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炭塵粒子は非反応状態よりも強く巻き上がる．このため．衝撃波の 1.2 m 後方で上
壁に達した．  
 
6.5 燃焼波伝播機構  















図 6.11 燃焼波伝播機構の模式図  
Inert, ω
Inert, ∂u/∂y
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6.6 本章のまとめ  
 本章では，二次元 CFD‒DEM シミュレーションを実施して堆積炭塵による炭塵
爆発現象に対する解析を行った．燃焼波の伝播速度は 350‒500 m/s であり，大規模
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xi = (x, y, z)の物理空間から ξi = (ξ, η, ζ)の計算空間へと変換する．  
 
A.1 三次元での一般座標変換  
 時間方向に解くべき保存量である Q に対応する，デカルト座標系における各座
標軸方向の流束ベクトルを表示すると，  
 
휕휕푡 (퐐) + 휕휕푥 (퐄c − 퐄v) + 훼 휕휕푥퐄p + 휕휕푦 (퐅c − 퐅v) + 훼 휕휕푦퐅p + 휕휕푧 (퐆c − 퐆v) + 훼 휕휕푧퐆p = ퟎ (A. 2) 


























































































훽푥 = 푢휏푥푥 + 푣휏푥푦 + 푤휏푥푧 − 푞푥, 훽푦 = 푢휏푦푥 + 푣휏푦푦 + 푤휏푦푧 − 푞푦, 훽푧 = 푢휏푧푥 + 푣휏푧푦 + 푤휏푧푧 − 푞푧 
 
ここで，E, F, G が流束ベクトルである．また，u, v, w は流速ベクトル u の成分
u = (u, v, w)である．  
 反変ベクトルの変換は次式で表される．  
 




























⎥⎤ = 퐽 ⎣⎢




⎥⎤ (A. 4) 
1퐽⁄ = 푥휉(푦휂푧휁 − 푦휁푧휂) + 푥휂(푦휁푧휉 − 푦휉푧휁) + 푥휁(푦휉푧휂 − 푦휂푧휉) 
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ここで，J はヤコビアンである．デカルト座標系から一般座標系  (曲線座標系) へ
の変換において以下の式が成立する．  
 
1퐽 휕휙휕푥푖 (= 1퐽
휕휉푗휕푥푖 휕휙휕휉푗) = 휕휕휉푗 (1퐽
휕휉푗휕푥푖 휙) (A. 5) 
 
たとえば x 方向微分は次のようにかける．  
 
휕휙휕푥 = 퐽 [ 휕휕휉 (휉푥퐽 휙) + 휕휕휂 (휂푥퐽 휙) + 휕휕휁 (휁푥퐽 휙)] 
 
また，反変速度 Uj = (U, V, W)は次式で表される．  
 




⎜⎛휉푥푢 + 휉푦푣 + 휉푧푤휂푥푢 + 휂푦푣 + 휂푧푤휁푥푢 + 휁푦푣 + 휁푧푤⎠⎟⎟
⎟⎞ (A. 6) 
 
(A. 2)式をヤコビアンで割った後に(A. 5, A. 6)式を代入することで，一般座標系にお
ける支配方程式が得られる．質量保存則とエネルギー保存則は次のようになる．  
 1퐽 휕휕푡 (훼휌) + 1퐽 휕휕푥푖 (훼휌푢푖) = 휕휕푡 (훼휌퐽 ) + 휕휕휉푗 (1퐽
휕휉푗휕푥푖 푢푖)
= 휕휕푡 (훼휌퐽 ) + 휕휕휉푗 (
훼휌푈푗퐽 ) (A. 7)
 
1퐽 휕휕푡 (훼푒) + 1퐽 휕휕푥푖 [훼(푒 + 푝)푢푖] − 1퐽 휕휕푥푖 (훽푖)
= 휕휕푡(훼푒퐽 ) + 휕휕휉푗 {1퐽
휕휉푗휕푥푖 [훼(푒 + 푝)푢푖]} + 휕휕휉푖 (1퐽
휕휉푗휕푥푖 훼훽푖)
= 휕휕푡(훼푒퐽 ) + 휕휕휉푗 [
훼(푒 + 푝)푈푗퐽 ] + 휕휕휉푗 (1퐽
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휕휕푡(퐐̂) + 휕휕휉 (퐄̂c − 퐄̂v) + 훼 휕휕휉 퐄̂p + 휕휕휂 (퐅̂c − 퐅̂v) + 훼 휕휕휂 퐅̂p + 휕휕휁 (퐆̂c − 퐆̂v) + 훼 휕휕휁 퐆̂p = ퟎ (A. 10) 
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A.2 二次元での一般座標変換  
 時間方向に解くべき保存量である Q に対応する，デカルト座標系における各座
標軸方向の流束ベクトルを表示すると，  
 











































훽푥 = 푢휏푥푥 + 푣휏푥푦 − 푞푥, 훽푦 = 푢휏푦푥 + 푣휏푦푦 − 푞푦 
 
ここで，E, F が流束ベクトルである．また，u, v は流速ベクトル u の成分 u  = (u, v)
である．  
 反変ベクトルの変換は次式で表される．  
 


















푑휂] = 퐽 [
푦휂 − 푥휂
− 푦휉 푥휉 ][
푑푥





휕휕푡 (퐐̂) + 휕휕휉 (퐄̂c − 퐄̂v) + 훼 휕휕휉 퐄̂p + 휕휕휂 (퐅̂c − 퐅̂v) + 훼 휕휕휂 퐅̂p = ퟎ (A. 14) 
퐐̂ = 1퐽 [훼휌 훼휌푢 훼휌푣 훼푒 훼휌푌g,푘]T, 

























































次のように与えられる．ただし，η, ζ 軸方向の差分は省略した．  
 






































푈 = 휉푥푢 + 휉푦푣 + 휉푧푤 
 
ここで，i はセル番号，푖 ± 1 2⁄ はセル境界の値を示す．上式は，セル境界における流
束を求め，また時間方向に離散化・積分することで数値的に解くことができる．  
 
B.1 対流項および圧力項の評価  
 対流項および圧力項は Simple Low Dissipative Advection Upstream Splitting Method 
2 (SLAU2)[Apd.1]によって評価する．セル境界の数値流束を次のように表現する．
なお，数値流束 퐄̂푖+ 1 2⁄ と 퐄̂푖−1 2⁄ は評価するセル境界の位置が異なるのみで計算方法に
差異はないため，数値流束を 퐄̂1 2⁄ と表記する．  
 
퐄̂c,1 2⁄ = 1퐽 훼1 2⁄ (푚̇1 2⁄ + |푚̇1 2⁄ |2 Ψ+ + 푚̇1 2⁄ − |푚̇1 2⁄ |2 Ψ−) , Ψ = (휌, 휌푢, 휌푣, 휌푤,퐻 , 휌푌푘)T (B. 2) 
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퐄̂p,1 2⁄ = 1퐽 (0, 휉푥푝1 2⁄ , 휉푦푝1 2⁄ , 휉푧푝1 2⁄ , 0)T (B. 3) 
 
ここで，+, –はセル境界左および右の物理量であることを示す．セル境界における
質量流束 푚̇1 2⁄ は次式で評価する．  
 
푚̇1 2⁄ = 12 [휌퐿 (푈n,퐿 + |푈n̅|+ ) + 휌푅 (푈n,푅 + |푈n̅|−) − 휒푐1 2⁄ Δ푝] (B. 4) 
|푈n̅|+ = (1 − 푔)|푈n̅| + 푔|푈n,퐿|, |푈n̅|+ = (1 − 푔)|푈n̅| + 푔|푈n,푅| (B. 5) 
|푈n| = 휌퐿|푈n,퐿| + 휌푅|푈n,푅|휌퐿 + 휌푅 (B. 6) 푔 = −max[min(Ma퐿, 0) ,−1] ⋅ min[max(Ma푅, 0) , 1] (B. 7) 휒 = (1 − Mã)2 (B. 8) 
Mã = min ⎝⎜⎜
⎛1.0, 1푐1 2⁄ √
푢퐿2 + 푣퐿2 + 푤퐿2 + 푢푅2 + 푣푅2 + 푤푅22 ⎠⎟⎟
⎞ (B. 9) 
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 超音速流に対しては風上差分のみで十分な数値粘性が付与されること，流速が
大きいために物理的に質量流束の圧力依存性が下がることから，(B. 8, B. 9)式より





 圧力 p1/2は次式で評価する．  
 
푝1 2⁄ = 푝퐿 + 푝푅2 + 푓+
p − 푓−p2 (푝퐿 − 푝푅) + √푢퐿
2 + 푣퐿2 + 푤퐿2 + 푢푅2 + 푣푅2 + 푤푅22 (푓+p + 푓−p − 1)휌푐̅1 2⁄ (B. 12) 
푓±p = ⎩⎪⎨
⎪⎧12 [1 ± sgn(Ma± )] if  |Ma| ≥ 114 (Ma± ± 1)2(2∓ Ma± ) otherwise
(B. 13) 
Ma± = 푈n,±푐1 2⁄ (B. 14) 
푐1 2⁄ = 푐 ̅ = 푐퐿 + 푐푅2 (B. 15) 
 
圧力流束も質量流束と同様に，中心差分および風上差分を表す第一項，第二項と数










푐 ̅ = √푐퐿푐푅 (B. 16) 푐 ̅ = max(푐퐿, 푐푅) (B. 17) 푐 ̅ = min(푐퐿, 푐푅) (B. 18) 
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 セル境界の空隙率훼1 2⁄ は代数平均によって評価した．  
 
훼1 2⁄ = 훼퐿 + 훼푅2 (B. 19) 
 
 セル境界のメトリックは代数平均によって与えた [Apd.2]．  
 
(휉푥퐽 )1 2⁄ = 12 [(
휉푥퐽 )퐿 + (휉푥퐽 )푅]
(휉푦퐽 )1 2⁄ = 12 [(
휉푦퐽 )퐿 + (
휉푦퐽 )푅]
(휉푧퐽 )1 2⁄ = 12 [(
휉푧퐽 )퐿 + (휉푧퐽 )푅]
(B. 20) 
 
B.2 高次精度化 (MUSCL 法 ) 
 上述の数値スキームは一次精度風上差分を基礎としており，基本的には一次精
度である．そこで対流項および圧力項の離散化に際しては Monotone Upwind Scheme 






を導入する必要がある．非線形スキームの単調性は，以下に示す Total Variation (TV)
が時間進行によって増加しないという Total Variation Diminishing (TVD)条件によっ
て数学的に保証される．  
 
TV(퐐̂n) = ∑|퐐푖+ 1n − 퐐푖n|푖 (B. 21) 
TV(퐐̂n+ 1)≤TV(퐐̂n+ 1) (B. 22) 
 















휙(휉) = 휙(휉푖) + (휉 − 휉푖)(휕휙휕휉)휉= 휉푖 +
12 (휉 − 휉푖)2 (휕
2휙휕휉2)휉= 휉푖 + 푂(Δ휉3) (B. 24) 
 
(B. 23)式に (B. 24)式を代入して積分する．なお，휙(휉푖)はξの関数ではない．また，휉푖+ 1 2⁄ + 휉푖−1 2⁄ = 2휉푖, 휉푖+ 1 2⁄ − 휉푖−1 2⁄ = Δ휉である．  
 
휙푖 = 휙(휉푖) + (Δ휉)224 (휕
2휙휕휉2)휉= 휉푖 + 푂(Δ휉3) (B. 25) 
 
同様に微分項は Taylor 展開により，  
 
(휕휙휕휉)휉 = (휕휙휕휉)휉= 휉푖 + (휉 − 휉푖)(
휕2휙휕휉2)휉= 휉푖 + 푂(Δ휉2) (B. 26) 
(휕2휙휕휉2)휉 = (휕
2휙휕휉2)휉= 휉푖 + 푂(Δ휉2) (B. 27) 
 
であるから，(B. 23)式に代入してセル平均値は以下のようになる．  
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(휕휙휕휉)푖 = (휕휙휕휉)휉= 휉푖 + 푂(Δ휉2) (B. 28) 
(휕2휙휕휉2)푖 = (휕
2휙휕휉2)휉= 휉푖 + 푂(Δ휉2) (B. 29) 
 
(B. 25, B. 28, B. 29)式を(B. 24)式に代入すれば，セル平均値を用いたセル内物理量分
布の式が得られる．なお，微分を含む項には (휉 − 휉푖)が掛けられているため，誤差の
オーダーは三次となる．  
 
휙(휉) = 휙푖 + (휉 − 휉푖)(휕휙휕휉)푖 + 12 [(휉 − 휉푖)2 − (Δ휉)
2
12 ](휕
2휙휕휉2)푖 + 푂(Δ휉3) (B. 30) 
 
セル境界の物理量は，(B. 30)式に対して휉푖+ 1 2⁄ , 휉푖−1 2⁄ を代入すれば良い．휉푖+ 1 2⁄ − 휉푖 = 0.5Δ휉
であることに注意すれば，セル境界の物理量は以下のように表される．  
 
휙퐿,푖+ 1 2⁄ = 휙푖 + Δ휉2 (휕휙휕휉)푖 + (Δ휉)
2
12 (휕
2휙휕휉2)푖 + 푂(Δ휉3) (B. 31) 
휙푅,푖+ 1 2⁄ = 휙푖 − Δ휉2 (휕휙휕휉)푖 + (Δ휉)
2
12 (휕





휙퐿,푖+ 1 2⁄ = 휙푖 + Δ휉2 (휕휙휕휉)푖 + 휅(Δ휉)
2
4 (휕
2휙휕휉2)푖 (B. 33) 
휙푅,푖+ 1 2⁄ = 휙푖 − Δ휉2 (휕휙휕휉)푖 + 휅(Δ휉)
2
4 (휕
2휙휕휉2)푖 (B. 34) 
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휙퐿,푖+ 1 2⁄ = 휙푖 + 12 (휙푖+ 1 − 휙푖−1) + 휅4 (휙푖+ 1 − 2휙푖 + 휙푖−1) (B. 35) 
휙푅,푖+ 1 2⁄ = 휙푖+ 1 − 12 (휙푖+ 2 − 휙푖) + 휅4 (휙푖+ 2 − 2휙푖+ 1 + 휙푖) (B. 36) 
 
ここで，セル境界から見て左側の物理量を휙퐿,푖+ 1 2⁄ ，右側を휙푅,푖+ 1 2⁄ と定義した．簡略
化のため，Δ휙푖+ 1 2⁄ = 휙푖+ 1 − 휙푖を導入して以下のように書く．  
 
휙퐿,푖+ 1 2⁄ = 휙푖 + 14 [(1 − 휅)Δ휙푖−1 2⁄ + (1 + 휅)Δ휙푖+ 1 2⁄ ] (B. 37) 




行う．本研究では，van Albada limiter を制限関数に用いた．この場合，(B. 37, B. 38)
式は以下のように修正される．  
 
휙퐿,푖+ 1 2⁄ = 휙푖 + 푠푖4 [(1 − 휅푠푖)Δ휙푖−1 2⁄ + (1 + 휅푠푖)Δ휙푖+ 1 2⁄ ] (B. 39) 
휙푅,푖+ 1 2⁄ = 휙푖+ 1 − 푠푖+ 14 [(1 + 휅푠푖+ 1)Δ휙푖+ 1 2⁄ + (1 − 휅푠푖+ 1)Δ휙푖+ 3 2⁄ ] (B. 40) 








 本研究では，以下に示す基本量に対して MUSCL 内挿を適用した．  
 
 144  付録 B 
 








B.3 粘性項の評価  
 粘性項の評価は二次精度中心差分で行う．(B. 1)式より x 方向運動量の項を取り
出して書く．  
 
퐄̂v,푖+ 1 2⁄ = 훼푖+ 1 2⁄퐽푖+ 1 2⁄ (휉푥,푖+ 1 2⁄ 휏푥푥,푖+ 1 2⁄ + 휉푦,푖+ 1 2⁄ 휏푥푦,푖+ 1 2⁄ + 휉푧,푖+ 1 2⁄ 휏푥푧,푖+ 1 2⁄ ) (B. 43) 
 
ここで，例えば휏푥푥,푖+ 1 2⁄ は  
 





(휕푢휕푥)푖+ 1 2⁄ ,푘,푙 = 휉푥,푖+ 1 2⁄ ,푘,푙 (휕푢휕휉)푖+ 1 2⁄ ,푘,푙 + 휂푥,푖+ 1 2⁄ ,푘,푙 (휕푢휕휂)푖+ 1 2⁄ ,푘,푙 + 휁푥,푖+ 1 2⁄ ,푘,푙 (휕푢휕휁)푖+ 1 2⁄ ,푘,푙 (B. 45) 
 
(휕푢휕휂⁄ )푖+ 1 2⁄ ,푘,푙, (휕푢휕휁⁄ )푖+ 1 2⁄ ,푘,푙はセル境界で計算できないため，左右のセルで計算した値の
代数平均を用いる．  
 
(휕푢휕휉)푖+ 1 2⁄ ,푘,푙 = 푢푖+ 1,푘,푙 − 푢푖,푘,푙 (B. 46) 
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(휕푢휕휂)푖+ 1 2⁄ ,푘,푙 = 0.5 [(휕푢휕휂)푖+ 1,푘,푙 + (휕푢휕휂)푖,푘,푙]= 0.5[0.5(푢푖+ 1,푘−1,푙 − 푢푖+ 1,푘+ 1,푙) + 0.5(푢푖,푘−1,푙 − 푢푖,푘+ 1,푙)] (B. 47)
 





휇푖+ 1 2⁄ = 0.5(휇푖 + 휇푖+ 1) (B. 49) 퐽푖+ 1 2⁄ = 0.5(퐽푖 + 퐽푖+ 1) (B. 50) 
휉푥,푖+ 1 2⁄ = 12 [휉푥,푖 + 휉푥,푖+ 1]휉푦,푖+ 1 2⁄ = 12 [휉푦,푖 + 휉푦,푖+ 1]휉푧,푖+ 1 2⁄ = 12 [휉푧,푖 + 휉푧,푖+ 1]
(B. 51) 
 
B.4 時間積分法  




푑푑푡 퐐̂ = 퐔(퐐̂) (B. 52) 
 
まず，上式を Euler 陽解法で離散化すると以下のようになる．  
 
퐐̂n+ 1 = 퐐̂n + Δ푡퐔(퐐̂n) (B. 53) 
 
ここで，n は時間ステップである．(B. 53)式を用いて安定に時間積分するためには，
以下の Courant‒Friedrich‒Lewy (CFL)条件を満たす必要がある．  
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Δ푡≤Δ푥푐 = Δ푡max (B. 54) 
 
Runge-Kutta 法では，(B. 52)式を次のように k 段階に離散化し，各内部ステップの線
形結合によって評価する．  
 
퐐̂푖 = ∑[훼푖,푗퐐̂푗 + Δ푡훽푖,푗퐔(퐐̂푗)]
푖−1
푗= 0퐐̂0 = 퐐̂n, 퐐̂푘 = 퐐̂n+ 1 (B. 55)
 
 
훼푖,푗 ≥ 0, 훽푖,푗 ≥ 0であるとき，上式は Euler 陽解法の凸結合で表現されることになるか
ら，結合される個々の Euler 陽解法が CFL 条件を満たすためには次式を満たす必
要がある．  
 
Δ푡푖,푗 ≤Δ푡max,푖,푗 = 훼푖,푗훽푖,푗 Δ푡max (B. 56) 
 
Runge-Kutta 法において Δt は一定なので，全ての段階で CFL 条件を満たすには，  
 Δ푡 ≤min푖,푗 Δ푡max,푖,푗 (B. 57) 
 
となる．훽푖,푗 < 0である係数を用いることもでき，その場合は Euler 陽解法と Euler 後
退法の結合で表現されていることになる．また，CFL 条件は以下のようになる．  
 
Δ푡푖 ≤Δ푡max,푖,푗 = 훼푖,푗|훽푖,푗 |Δ푡max (B. 58) 
 
 (B. 55)式で表現される Runge-Kutta 法は，係数の選択によっては各段階の保存量
を記憶する必要がある．しかし，流体解析では格子点ごとに保存量が異なるため，
記憶する物理量は少ないほど望ましい．  
 非線形の空間離散化スキームの単調性は前述したように (B. 22)式で与えられる
TVD 条件によって保証されるが，時間進行において TVD 条件を満たすためには
Runge-Kutta 法による時間進行も単調性を維持する必要がある．Runge-Kutta 法は線
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形スキームであるため，単調性を維持するためには全ての結合係数が正の値であ
る必要がある [Apd.4]．従って，TVD Runge-Kutta 法では，以上の二条件を満たしつ
つ解析精度が向上するように係数훼푖,푗 ,훽푖,푗を選択する．  
 三段階三次精度 TVD Runge-Kutta 法では，以下の式によって時間進行を行う．係
数の導出は参考文献 [Apd.4]を参照されたい．  
 
퐐̂1 = 퐐̂n + Δ푡퐔(퐐̂n)
퐐̂2 = 34 퐐̂n + 14 퐐̂1 + 14Δ푡퐔(퐐̂1)퐐̂n+ 1 = 13 퐐̂n + 23 퐐̂2 + 23Δ푡퐔(퐐̂2) (B. 59)
 
 
(B. 55)式の形で書くと，次のようになる．  
 
퐐̂1 = 훼1,0퐐̂n + 훽1,0Δ푡퐔(퐐̂n)퐐̂2 = 훼2,0퐐̂n + 훽2,0Δ푡퐔(퐐̂n) + 훼2,1퐐̂1 + 훽2,1Δ푡퐔(퐐̂1)퐐̂3 = 훼3,0퐐̂n + 훽3,0Δ푡퐔(퐐̂n) + 훼3,1퐐̂1 + 훽3,1Δ푡퐔(퐐̂1) + 훼3,2퐐̂2 + 훽3,2Δ푡퐔(퐐̂2) (B. 60)
 
훼1,0 = 1, 훽1,0 = 1훼2,0 = 3 4⁄ , 훽2,0 = 0, 훼2,1 = 1 4⁄ , 훽2,1 = 1 4⁄훼3,0 = 1 3⁄ , 훽3,0 = 0, 훼3,1 = 0, 훽3,1 = 0, 훼3,2 = 2 3⁄ , 훽3,2 = 2 3⁄  
 
従って(B. 58)式より，三段階三次精度 TVD Runge-Kutta 法の安定性限界は Euler 陽
解法と同一である．   






付録C 気相温度算出法  
 本稿では，気相に対する方程式において気相温度を算出する方法について述べ
る．従って物理量は全て気相物理量ないし時空間座標である．表記簡略化のため，
気相物理量を表す下添字 g は省略する．  
 気相の熱力学特性量には以下の関係がある．  
 
푒 = 휌ℎ − 푝 + 12 휌퐮 ⋅ 퐮 (C. 1) 
푅 = ∑푌푘푅푘
푁
푘= 1 , ℎ = ∑푌푘ℎ푘
푁
푘= 1 (C. 2) 
ℎ푘푅푘푇 = 푎1푘 + 푎2푘2 푇 + 푎3푘3 푇 2 + 푎4푘4 푇 3 + 푎5푘5 푇 4 + 푎6푘푇 (C. 3) 
푝 = 휌푅푇 (C. 4) 
 
また，内部エネルギーε を次式で定義する．  
 
휖 = 푒 − 12 휌퐮 ⋅ 퐮 (C. 5) 
 
各時間ステップおよび内部段階においては，まず以下に示す基本量が更新される．
また，α は粒子分布から決定されるため気相計算においては常に既知である．  
 
퐐 = [훼휌 훼휌퐮 훼푒 푎휌푌푘]T (C. 6) 
 
従って，保存量および(C. 5)式から計算できる物理量(ρ, ε, Yk)を用いて(C. 2–C. 4)式を
解き，温度を決定する．  
 (C. 5)式に(C. 1, C. 4)式を代入して，  
 
휖 = 휌ℎ − 푝= 휌(ℎ − 푅푇 ) (C. 7) 
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さらに，(C. 2, C. 3)式を代入する．  
 
휖 = 휌∑(푌푘ℎ푘 − 푌푘푅푘푇 )
푁
푘= 1
= 휌∑{푌푘푅푘 [(푎1푘 − 1)푇 + 푎2푘2 푇 2 + 푎3푘3 푇 3 + 푎4푘4 푇 4 + 푎5푘5 푇 5 + 푎6푘]}
푁





 本研究では，Bailey 法によって数値解を得た．まず，Newton-Raphson 法による反
復解法は次のように書かれる．  
 
푇 n+ 1 = 푇 n − 푓 (푇 n)푓′(푇 n) (C. 9) 
푓 = 휌∑{푌푘푅푘 [(푎1푘 − 1)푇 + 푎2푘2 푇 2 + 푎3푘3 푇 3 + 푎4푘4 푇 4 + 푎5푘5 푇 5 + 푎6푘]}
푁
푘= 1 − 휖 (C. 10) 
푓′ = 휌∑{푌푘푅푘[(푎1푘 − 1) + 푎2푘푇 + 푎3푘푇 2 + 푎4푘푇 3 + 푎5푘푇 4]}
푁
푘= 1 (C. 11) 
 
ここで，n は計算ステップである．Bailey 法では，Newton-Raphson 法よりも高次の
近似式を反復解法に用いることで収束の速度を向上させるため，二次項までを f に
ついて Taylor 展開する．  
 
푓 (푇 ) = 푓 (푇 n) + (푇 − 푇 n)푓′(푇 n) + 12 (푇 − 푇 n)2푓′′(푇 n) + 푂(푇 3) (C. 12) 
푓′′ = 휌∑[푌푘푅푘(푎2푘 + 2푎3푘푇 + 3푎4푘푇 2 + 4푎5푘푇 3)]
푁
푘= 1 (C. 13) 
 
f = 0 となる Tn+1について解く．  
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푓(푇 n+ 1) = 0 = 푓 (푇 n) + (푇 n+ 1 − 푇 n) [푓′(푇 n) + 12 (푇 n+ 1 − 푇 n)푓′′(푇 n)]
∴ 푇 n+ 1 = 푇 n − 푓 (푇 n)푓′(푇 n) − 12(푇 n+ 1 − 푇 n)푓′′(푇 n) (C. 14)
 
 
上式の Tn+1を(C. 9)式の Newton-Raphson 法で置き換える．  
 
푇 n+ 1 = 푇 n − 푓 (푇 n)푓′(푇 n) − 12푓 (푇 n)푓′′(푇 n)푓′(푇 n)
(C. 15) 
 





푘= 1 − 휌푅 (C. 16) 
푎2 = ∑휌푌푘푅푘푎2,푘
푁
푘= 1 , 푎3 = ∑휌푌푘푅푘푎3,푘
푁
푘= 1 , 푎4 = ∑휌푌푘푅푘푎4,푘
푁
푘= 1 , 푎5 = ∑휌푌푘푅푘푎5,푘
푁
푘= 1 (C. 17) 
푎6 = ∑휌푌푘푅푘푎6,푘
푁
푘= 1 − 휖 (C. 18) 
푓 = 푎1 + 푎22 푇 2 + 푎33 푇 3 + 푎44 푇 4 + 푎55 푇 5 + 푎6 (C. 19) 
푓′ = 푎1 + 푎2푇 + 푎3푇 2 + 푎4푇 3 + 푎5푇 4 (C. 20) 푓′′ = 푎2 + 2푎3푇 + 3푎4푇 2 + 4푎5푇 3 (C. 21) 
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